
はじめに

　本市は、平成１８年１月１日に青森県１０番目の市として誕生しました。

　この市制施行にあわせて平成１９年６月に新市の新たな市政運営の指針である「平川

市長期総合プラン」を策定し、新市の基盤づくりを進めてきました。

　近年、少子・高齢化の進展や雇用情勢の更なる低迷などにより、社会経済情勢は一層

厳しさを増しております。

　また、平成２３年３月１１日の東日本大震災による東北地方の大災害を契機として防

災体制並びに危機管理体制の見直しが必要不可欠となりました。

　このような社会経済情勢の変化に対応するため、「平川市長期総合プラン後期基本計画」

（計画期間：平成２４年度～平成２８年度）を策定しました。

　本計画では、『ひと・地域・産業がきらめくまちをめざして』を市民の希望（基本理念）

として、「個性が尊重され、ひとがきらめくまち」、「地域住民との協働作業できらめくま

ち」、「快適な生活空間が確保され、地域がきらめくまち」、「地域の特性を生かした産業

がきらめくまち」の実現を目指し、前期基本計画の洗い出しを行い、市民の皆さんが一

層誇りに思える平川市のまちづくりを進めてまいります。

　最後になりましたが、本計画の策定にあたりまして、熱心なご審議をいただきました

総合計画審議会委員の皆様、そして、市民意識調査などを通してまちづくりへの貴重な

ご意見、ご提案をいただいた市民の皆様に心から感謝申し上げます。

平成２４年３月
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Ⅰ　後期基本計画の策定にあたって

　１．後期基本計画策定の目的

　　本市では、平成１９年６月に新市の市政運営の指針である平川市長期総合プラン（基本構想と前期基本

　計画）を策定し、『ひと・地域・産業がきらめくまちをめざして』を基本理念として市の将来像に向けた

　取り組みを展開してきました。

　　前期基本計画策定から４年が経過しましたが、私たちを取り巻く社会情勢はめまぐるしく変化している

　ことから、これまでの前期基本計画での取り組み状況を検証し、見直すことによって、より効果的なまち

　づくりを目標に平成２４年度以降の後期基本計画をここに策定しました。

　２．総合計画の構成と期間

　　本計画は「基本構想」、「基本計画」、「実施計画」により構成されており、それぞれの内容および期間は

　以下のとおりです。

　⑴　基本構想

　　　市政運営の基本理念となる地域の整備方針に基づき、目指すべき本市の将来像を設定し、これを実現

　　するための施策体系や将来の見通し、土地利用のあり方などを示すものです。

　　　基本構想の期間については、平成１９年度から平成２８年度（2016 年度）までの１０年間とします。

　⑵　基本計画

　　　基本構想に掲げた将来像や施策の大綱を受け、分野別に現状と課題を明らかにするとともに、その実

　　現に必要となる基本的な施策を体系的に示します。

　　　基本計画の期間については、実効性を確保するため、１０年間の計画期間を前期と後期に分け、前期

　　の目標年次を平成２３年度（2011 年度）、後期の目標年次を平成２８年度（2016 年度）とします。

　⑶　実施計画

　　　基本計画に掲げた施策の方向に基づき、今後具体的に推進していく事業内容を規定したものであると

　　同時に、社会情勢や行財政制度の変化の見通しに基づき、毎年度の予算編成の基礎となるものです。

　　　実施計画に掲げた重要事業は、本市にとって実効性・実現性を確保しなければならないものであるこ

　　とから、３年間を計画期間とし、これを毎年度見直すローリング計画とします。
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Ⅱ　平川市の横顔
　

　１．自然環境

　⑴　位　置

　　　本市は、青森県の南端に位置し、東西約３０km、南北約２５km、総面積は３４５．８１km となって

　　います。

　　　南は秋田県大館市と接し、東は十和田湖を境にして十和田市、秋田県小坂町、西は平川を隔てて弘前

　　市、大鰐町、北は青森市、黒石市、田舎館村に接しています。

位 置 図

平 川 市

平川市

２
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　⑵　地　勢

　　　東に八甲田連邦、西に岩木山の雄大な自然が広がる津軽平野の一部で、平坦地は水田、それを取り巻

　　く丘陵地帯ではりんごの栽培が主体となっており、標高５００ｍ位の地域では、夏季冷涼な気候を利用

　　して高冷地野菜の栽培が行われています。

　　　また、八甲田・十和田火山群の一部に属した山間地で形成されているため、本市の総面積の約７割が

　　山林によって占められており、このうち約８割が国有林となっています。

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　志賀坊より望む岩木山

　⑶　気　候

　　　日本海側に特徴的な日本海側気候に属し、四季の変化がはっきりしていますが、地形の影響により地

　　域によって気象に大きな差がみられます。

　　　夏季は比較的温暖で、冬季は季節風の影響を受け、雪の日が多くみられます。

　　　津軽地域においては、山間地では雪が多く、平坦地では雪が少ない地域に属します。

　⑷　水　系

　　　本市の西端を南北にゆったりと流れる一級河川「平川」は市名となっており、その流域には豊かな水

　　田が広がり、身近な自然環境を市民に提供しています。

　　　水系は、平川流域および浅瀬石川流域の二つに大別され、平川流域には古くから人が住み、そこを流

　　れる水は農業用水・生活用水・消融雪用水として利用されてきています。また、浅瀬石川流域には、豊

　　富な雪解け水を利用した水力発電所が整備されています。
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　２．社会的環境

　⑴　人口・世帯

　　　人口は、昭和３０年をピークに緩やかな減少傾向が続いていたが、平成１２年頃をさかいに少子化が

　　進み、平成２２年国政調査では３３，７６４人となり、昭和３０年と比較すると１０，４０４人（約２４

　　%）と減少しています。

　　　世帯数の動向を見ますと、高度成長期以降は多世代世帯が主流であった昭和３５年国勢調査での７，

　　５５４世帯が最小であったものの、近年は、核家族化とそれに伴う高齢者のみ世帯の増加により、平成

　　１７年国勢調査では１０，０７４世帯と最大になり、平成２２年国勢調査では１０，０６３世帯とやや減

　　少しています。

■人口と世帯の推移

（地域別）

資料：国勢調査
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　(2)　経　済

　　　就業人口は、昭和３５年から平成２２年で３，９５３人（約１８．７％）減少しています。

　　　産業別就業人口で見ると、第１次産業の就業人口が激減して、第２次産業、第３次産業の就業人口が

　　増加しています。これは、基幹産業である農林業の低迷と担い手不足・高齢化などの問題によるもので、

　　今後、生産基盤整備や技術開発・商品開発などによる生産性の向上が強く求められています。

　　　また、第２次産業、第３次産業についても近年の県内外の求人の激減により就業者の増加は厳しい状

　　態が続いています。

 

　(3)　交　通

　　　本市の交通手段は、車による移動が主体となっており、平賀・尾上地域を南北に走る主要地方道大鰐

　　浪岡線、弘前市へ連絡する県道弘前平賀線および県道尾上日沼線、碇ヶ関地域については国道７号が主

　　要幹線道路の役割を果たしています。

　　　また、高速交通体系としては、国道７号とほぼ並行して東北自動車道が走り、盛岡、青森方面への高

　　速化が図られています。市内には碇ヶ関インターチェンジが有り、最寄のインターチェンジは弘前大鰐

　　インターチェンジおよび黒石インターチェンジがあります。

　　　公共交通体系では、市内に JR 奥羽本線が通過し、碇ヶ関駅および津軽湯の沢駅があります。また、　

　　弘南鉄道弘南線の館田駅、平賀駅、柏農高校前駅、津軽尾上駅および尾上高校前駅があり、弘前市など

　　への重要な通勤、通学手段となっています。

　　　バスについては、弘前市、黒石市を結ぶ路線バス、市内を走る循環バス、青森、盛岡方面への高速バ

　　スが運行されています。

　　　公共交通機関の利用については、少子・高齢化に伴い利用者も年々減少していることから、赤字路線

　　に対する国・県および市の補助金などを活用し路線維持に努めています。

資料：国勢調査



１

1ノーマライゼーション
　障害者や高齢者など社会的に不利を受けやすい人 （々弱者）が、社会の中で他の人々と同じように生活し、活動することが
　社会の本来あるべき姿であるという考え方。
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　３．現状と課題

　　後期基本計画の策定にあたって、前期基本計画における現状と課題に対し今後どのような目標および施

　策が必要か再度「市民意識調査」を実施し、市民が感じている市の現状および課題の把握に努めました。

　　前期基本計画と照らし合わせながら、本市の現在における現状と課題を以下のとおり整理しました。

　⑴　定住の促進と交流から定住への誘導

　　　全国的な少子高齢化社会に突入する中で人口の減少は、まちの賑わいの低下および地域経済にも大き

　　な影響を与えます。

　　　住んでいる人には “ 住み続けたいまち ” に、市外の人には “ 暮らしたいまち ” にするため、　「若年労

　　働力の確保・労働環境の充実」・「商店街の活性化・整備」、そして「農林業の担い手の育成」などを中

　　心としたまちづくりを推進する必要があります。

　⑵　生涯にわたる健康づくりの推進

　　　運動や食生活などによる健康づくりに取り組む市民は年々増加しているものの、高齢化による医療費

　　や介護に係る負担もさらに大きくなることが予想されます。

　　　このことから、各個人が健康に対する関心を持ち、自立して健康に暮らせるような支援をする必要が

　　あります。

　⑶　高齢者対策と    ノーマライゼーションの推進

　　　本格的な高齢化社会に突入する中で、高齢者の各状況に応じたさらにきめ細やかな「高齢者福祉の充

　　実」・「介護保険の充実と健全運営」などの施策を実施していく必要があります。

　　　また、高齢者、障害者などを含め、全ての人が同じように生活し、安心して活動できるノーマライゼー

　　ション社会の構築をより一層推進していく必要があります。

　⑷　少子化対策

　　　全国的に進行する少子化の波は本市においても、定住人口減少および核家族化の大きな要因となって

　　います。

　　　少子化の進行を抑え、活力あるまちづくりを進めるためには、“ 子どもを生みやすい環境づくり ” お

　　よび “ 子どもを育てやすい環境づくり ” などの支援をする必要があります。
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Ⅳ　分野別計画
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Ⅰ　分野別計画の構成

　　　市の希望〔基本理念〕と理想のまち〔将来像〕を実現するための目標を分野別に設定します。

　　　さらに、基本目標および個別目標を達成するために、主要な施策を展開します。

　

　< 分野別計画の構成 >

　　　　　　項　　　目 　　　　　　　　　　　　　内　　　容

１．現状と課題　　　　　　　　　　　　個別目標における現状と課題

２．基本方針　　　　　　　　　　　　　個別目標の達成に向けた基本的な方針

３．主要施策の体系と方向　　　　　　　個別目標の達成に向けた主要施策とその体系

４．みんなの役割　　　　　　　　　　　施策の実施にあたっての市民・事業者・市の役割

５．施策の展開によって期待できる効果　施策のねらいおよび効果

Ⅱ　用語の定義

　< 用語の定義 >

　　　　　項　　　目　　　　　　　　　　　　　 　　内　　　容

　　　　　市　　　民　　　　　　　　　本市に在住するもの（ＮＰＯも含む）

　　　　　事　業　者　　　　　　　　　営利を目的とする事業を行うもの

　　　　　　　市　　　　　　　　　　　本市および行政機関

　　　　　参　　　加　　　　　　　　　行事や会合に加わること

　　　　　参　　　画　　　　　　　　　計画の立案に加わること

　　　　　推　　　進　　　　　　　　　主に市が主体的に事業を進めること

　　　　　促　　　進　　　　　　　　　国・県・市民・事業者などの関係機関との連携・協力のも

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　とに事 業を進めること

　　　　～～を図り～～　　　　　　　　実現や達成に向けて具体性がある場合

　　　　～～に努め～～　　　　　　　　実現や達成に向けて努力する場合

　　　　関係機関・団体　　　　　　　　国・県・その他の団体（法人であると否とを問わず、公の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支配に属しない団体で限定した事業を行うことを主たる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目的とする）のこと
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平川市の拠点施設

スポーツの拠点施設（ひらかドーム）

保健・福祉の拠点施設（健康センター）

芸術・文化の拠点施設（文化センター）

観光の拠点施設（四季の蔵もてなしロマン館）
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Ⅲ　体　系　図
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Ⅳ　分野別計画

　　　　　　　　　こころ豊かな、未来へ向かうひとづくり

　　　　　　　　　集いと元気あるまちづくり

　　　　　　　　　お互いが支え合う共生のまちづくり

　　　　　　　　　やすらぎとぬくもりを感じるまちづくり

　　　　　　　　　うるおいと活力に満ちた産業のまちづくり

　　　　　　　　　便利で快適に暮らすまちづくり

基本目標１

基本目標４

基本目標２

基本目標５

基本目標３

基本目標６
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基
本
目
標
１

第１節　　　　　　こころ豊かな、未来へ向かうひとづくり

　　　　　　　　　　( 教育・文化・スポーツ )

基本目標１
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基
本
目
標
１

１　現状と課題

　(1)　今後の児童生徒数を見据えて、地域における通学距離や施設面などを考慮しながら、現在の学校の配

　　置について検討していく必要があります。

　(2)　学校の安心安全な環境づくりのために、校舎や設備の状況を見極めながら計画的な整備と、災害など
　　への対応ができる施設の整備が必要です。

　(3)　基本的な知識・技能を身に付け、それらを活用して自ら考え、判断し、表現する力を育み、学習に主
　　体的に取り組む意欲を養うため、児童生徒一人ひとりに応じた指導の充実や教職員のさらなる資質の向
　　上が求められます。

　(4)　児童生徒の安全確保の徹底が求められているため、自然災害や不審者対策、登下校時などの安全対策
　　を継続して指導していく必要があります。

　(5)　いじめや犯罪の低年齢化、情報通信機器の普及による犯罪被害など、青少年を取り巻く諸問題の深刻
　　化が指摘されています。このため、基本的生活習慣を身につけた心豊かでたくましい青少年の育成めら
　　れており、学校・家庭・地域が連携をとった総合的な教育力の基盤づくりが急務とされています。

■ 児童生徒数の予想推移

資料：学校教育課

単位：人

こころ豊かな、未来へ向かうひとづくり

　個別目標１－１　夢いっぱいこどもたちの育成

基本目標１



１

■学級数・児童生徒数の推移（カッコ内は特別支援学級・内数）
単位：学級、人

資料：学校基本調査（各年５月１日）

資料：学校基本調査（23 年年５月１日）

単位：級

■学級数・児童生徒数の推移（カッコ内は特別支援学級・内数）
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基
本
目
標
１

２　基本方針

　⑴　教育環境の整備

　　　幼児教育については、就園の奨励などにより幼児教育の振興を図ります。

　　　義務教育については、学校の施設・設備の充実と規模の適正化を図り、児童生徒が安全で安心して学

　　べる環境づくりを推進します。また、市内全小中学校において学校給食が実施されていることから、地

　　産地消の学校給食の充実並びに栄養教諭、学校栄養職員による食に関する指導の充実を図ります。高等

　　教育については、生徒が主体的に進路を選択し、学ぶことができるよう高等教育機会の拡充に努めます。

　⑵　学校教育の充実

　　　知・徳・体の調和のとれた人間性豊かな「きらめく」児童生徒を育成するため、教育は人づくりとい

　　う視点に立って、信頼関係を基盤とした学校運営に創意工夫をこらし、児童生徒一人ひとりを生かし、

　　生きる力と夢や希望を育む学校教育の推進に努めます。

　(3)　青少年教育の推進

　　 　心豊かなたくましい青少年を育てるため、学校・家庭・地域の連携を強化し地域全体で育てること

　　により、子どもたちが安心して暮らせる住みよい地域社会を目指します。
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3　主要施策の体系と方向

　主要施策１－１－１　　教育環境の整備 

　⑴　 学校の適正配置
　　①児童生徒の減少による学習環境の変化を考慮し、学校の適正な配置について検討していきます。

　⑵　情報教育環境の整備
　　①児童生徒および教職員用のコンピューターなどの計画的な充実に努めます。

　⑶　 学校施設などの充実
　　①安全で安心できる学習環境の確保のため、校舎、屋内運動場や設備の計画的な改修・整備の推進を図っ
　　　ていきます。

　⑷　 学校図書の充実
　　①学校図書の充実と共有化を図り、読書活動の推進に努めます。

　⑸　 学校給食の充実
　　①安全でおいしい給食を提供するとともに、食材にできる限り地場産品を取り入れていきます。また、
　　　学校給食施設については、衛生管理の徹底と、衛生基準に適合した施設整備を進めます。

　⑹　幼児教育および高等教育の支援
　　①就学前の幼児教育や高等学校・大学の就学について、幼稚園就園奨励費や奨学金貸与により支援しま
　　　す。

　主要施策１－１－２　　学校教育の充実

　⑴　魅力ある授業づくりの推進
　　①子ども一人ひとりの確かな学力を確保するために、基礎基本の徹底による学力向上を目指した指導を
　　　するとともに、  学習支援員などを活用し、個に応じた指導の工夫に努めます。
　　②一人ひとりの子どもが情報活用能力を身に付けることができるよう、情報モラルに関わる指導の充実
　　　を図り、系統的、体系的な情報教育を推進します。
　　③外国語指導助手などの活用や、諸外国との積極的な交流を通じ、国際社会に貢献できる国際理解教育
　　　の推進に努めます。
　　④地域の自然や歴史などの教育資源の活用や、ボランティア活動への積極的参加により、地域を愛し守
　　　る心と、環境に対する豊かな感受性を養い、他を思いやる優しい心を育みます。

　⑵　児童生徒への支援体制の確立
　　①学校生活の適応、学習、人間関係の悩み、いじめや不登校などについて教育相談員や関係機関などと
　　　連携を強化し、適応指導や教育相談の充実を図ります。
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　　②  特別支援教育の充実や学校内での交流活動を通じて、障害をもつ児童生徒の個別支援の充実に努め
　　　ます。

　⑶　教職員の指導力の向上
　　①各種研修会や研究活動を進め、教職員の指導力の向上に努めます。
　　②幼稚園、保育所、小学校の連携及び小学校、中学校の学校間連携を生かし、地域と連携した特色ある
　　　教育活動に努めます。

　⑷　食に関する指導の充実
　　①栄養や食事のとり方などについて正しい知識に基づき自ら判断し、実践していく能力や望ましい食習
　　　慣を身に付けるための継続的な指導に努めます。

　主要施策１－１－３　　青少年教育の推進

　⑴　青少年教育の充実
　　①さまざまな体験活動、学習活動、ボランティア活動を通じて、たくましい精神力の養成、思いやる心
　　　の育成や社会参加への意欲向上を図ります。

　⑵　青少年健全育成のための連携・協力
　　①青少年育成平川市民会議を設置し、市内の関係団体が連携協力して情報を共有し、市民ぐるみで青少
　　　年の「生きる力を育む」事業を推進します。

　⑶　学校支援ボランティア活動の推進
　　①子どもの健やかな成長のため、地域住民の経験や知識を活かし、「できる時に・できる人が・できること」
　　　をモットーに地域ぐるみで子どもを育成する学校支援ボランティア活動を推進します。
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4　みんなの役割

　　市　民　　　・地域ぐるみの学校教育環境づくり

　　　　　　　　・学習活動への参加・協力

　　　　　　　　・幼児期からの健やかな家庭教育

　　　　　　　　 ･ 青少年育成平川市民会議への参加・協力

　　事業者　　　・職場体験学習への協力

　　　　　　　　・従業者の青少年育成事業参加の支援

　　　市 　・教育環境の計画的な整備

　　　　　　　　・指導体制の充実

　　　　　　　　・教育情報の提供

　　　　　　　　・青少年育成事業の展開

5　施策の展開によって期待できる効果

　⑴　安全・安心な教育環境

　⑵　生きる力の育み

　⑶　児童生徒の個性を活かす指導の充実

　⑷　健全な青少年の育成

英会話教室

小学校の給食風景（市長と一緒に給食）
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1　現状と課題

　⑴　生涯学習に対する市民ニーズが多様化しているため、そのニーズを的確に把握した事業の展開や情報

　　提供が求められています。

　⑵　公民館などの社会教育施設の利用および公民館事業への参加が、女性や高齢者に偏重していることが

　　課題となっています。

　⑶　市民が利用しやすく、生涯にわたって学習することのできる安全な施設環境の充実が求められていま

　　す。

■図書館利用者数

資料：平川市図書館

◆平賀図書館

◆尾上図書館

　個別目標１－２　いきいきはつらつ生涯学習の推進
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2　基本方針

　⑴　生涯学習の推進 　
　　　一人ひとりの豊かな心と個性を育むため、生涯にわたって活動を続けることができるよう、学習機会
　　の充実や身近な学習の場の整備・充実を図ります。
　　　また、市民自らが培った知識や技術を活かし生涯学習の講師やリーダーへのチャレンジを支援すると
　　ともに、学習成果を発表する機会づくりを推進します。

　⑵　学習施設・拠点の充実
　　　各社会教育施設については、既存の施設や付属設備を最大限に有効活用し、それぞれの役割を踏まえ
　　た整備・充実と管理運営に努めます。

3　主要施策の体系と方向

　主要施策１－２－１　　生涯学習の推進

　⑴　多様な学習活動機会の充実と拡充
　　①多様化する市民の学習ニーズに応じるとともに、市民の自主的活動を支援します。
　　②生涯各時期にわたる学習機会・体験活動を推進します。
　　③学習機会情報の多面的な発信に努め、参加しやすい環境づくりを推進します。

　⑵　関係団体、ボランティア組織への支援
　　①社会教育関係団体およびボランティア組織などの育成に努め、自主的な事業展開に対する支援体制づ
　　　くりを推進します。

　⑶　講師、リーダーの育成・活用
　　①市民の中から、これまで培ってきた知識や技術を生かして指導することのできる人材の発掘に努め、
　　　各種講座における講師やリーダーの育成・活用を図ります。
　　②学習機会情報の提供や研修機会の充実を図ります。
　　③リーダーバンクの構築を図ります。

　⑷　交流・発表機会の拡充
　　①学習活動に対する意識を高めるため、学習成果を発表する場や互いに交流できる機会を作ります。
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　主要施策１－２－２　　学習施設・根点の充実

　⑴　生涯学習施設の整備と運営
　　①市民の多様な学習要求に対応できるよう施設を整備し、また、市民が利用しやすい管理運営に努めま
　　　す。
　　②図書システムを活用し、市民が利用しやすい環境づくりを推進するとともに、図書館蔵書の計画的な
　　　充実に努めます。

　⑵　施設・設備の定期的な点検と更新
　　①既存の施設や付属設備を最大限に有効活用し、定期的な保守と、適切な設備更新を行うことにより、
　　　安全で快適な学習環境に努めます。

4　みんなの役割

　
　　市　民　　　・学習活動への参加・協力
　　　　　　　　・幼児期からの健やかな家庭教育
　　　　　　　　・各種講座などでの講師へのチャレンジ
　　　　　　　　・青少年育成平川市民会議への参加・協力
　　事業者　　　・ボランティア休暇制度などの整備
　　　　　　　　・社内サークルなどの活動場所の提供
　　　　　　　　・市民文化祭などへの積極的参加
　　　市　　　　・講座などの情報の提供
　　　　　　　　・講師やリーダーの育成・確保
　　　　　　　　・社会教育関係団体などの育成・支援
　　　　　　　　・社会教育施設などの計画的整備・充実

5　施策の展開によって期待できる効果

　⑴　学習機会の充実
　⑵　生きがいのある生活の支援
　⑶　多様な学習要求に対応した社会教育施設の整備



　個別目標１－３　元気はつらつ生涯スポーツの推進
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1　現状と課題

　⑴　それぞれの地域に根ざしたスポーツが行われています。主にソフトボール、野球、バレーボール、ス
　　キー、水泳などが盛んに行われています。　

　⑵　スポーツ団体やスポーツ少年団などの各世代に応じたスポーツ活動が活発に行われ、年々生涯スポーツ
　　に親しんでいこうとする市民が増加してきている中で、市民の誰もが楽しめるスポーツ・レクリエーション
　　の参加機会と情報提供が求められています。

　⑶　競技スポーツの底辺拡大と競技力の向上、また多様化する市民のニーズに対応するための各種競技ス
　　ポーツの指導者が求められており、指導者の育成と指導力の向上を図る必要があります。

　⑷　スポーツ教室や各種大会の運営にあたるスタッフが不足しているため、スポーツ団体の連携強化とス
　　ポーツボランティアの育成が必要です。

　⑸　生涯スポーツ活動の拠点となる施設の老朽化が進んでいるため、安心してスポーツを楽しめる環境の
　　充実が求められています。

2　基本方針

　⑴　生涯スポーツ・レクリエーションの振興
　　　子どもから高齢者まですべての市民が、スポーツ・レクリエーションを楽しめるよう、体育指導委員
　　ほか関係者の指導、助言により、年齢やライフスタイルに応じたスポーツ・レクリエーションを通した
　　健康づくり、生きがいづくりに努めます。

　(2)　スポーツ・レクリエーションの指導者およびスポーツボランティアの育成
　　　多様化する市民のニーズに対応するため、研修会や講習会などの機会を提供し、指導者の育成と指導
　　力の向上に努めます。また、スポーツを通じた人とのふれあいの機会を提供し、指導者およびスポーツ
　　ボランティアの育成を図ります。

　(3)　スポーツ施設の整備・充実
　　　生涯にわたってスポーツに親しむことができるよう、体育施設の効率的な運営と活用を図り、適正な
　　維持管理に努めます。
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3　主要施策の体系と方向

　主要施策１－３－１　　生涯スポーツ・レクリエーションの推進

　⑴　生涯スポーツ・レクリエーションの振興
　　①一人ひとりの志向や体力に合わせて選択できる各種スポーツ教室やスポーツ・レクリエーション活動
　　　の充実に努めます。

　⑵　総合型地域スポーツクラブの育成
　　①体育指導委員ほか関係者の指導、助言により、地域型総合地域スポーツクラブの育成に努めます。

　主要施策１－３－２　　スポーツ・レクリエーションの指導者およびスポーツボランティアの育成

　⑴　スポーツ・レクリエーション指導者の育成・確保
　　①多様化するスポーツ・レクリエーションのニーズに対応するため、研修などによる資質向上を図り、　
　　　スポーツ・レクリエーション指導者の確保に努め、市民への指導、助言により生涯スポーツ・レクリ
　　　エーションの定着と推進を図ります。

　⑵　スポーツボランティアの育成・確保
　　①スポーツ・レクリエーション活動を支えるスポーツボランティアの育成に努め、自主的に参加できる
　　　体制づくりを進めます。

　⑶　スポーツ団体との連携・強化育成
　　①体育協会、学校、事業者などの活発な活動を支援し、組織の連携および育成、競技力向上・強化を図
　　　ります。

　主要施策１－３－３　　スポーツ施設の充実

　⑴　スポーツ施設の整備・充実
　　①既存の体育施設を最大限に有効活用し、生涯スポーツ活動などの拠点となる施設の整備・充実に努め
　　　ます。
　　②運動施設の指定管理者制度を進めるとともに、市民が利用しやすい環境づくりに努めます。
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4　みんなの役割

　
　　市　民 　・各種スポーツ行事への自主的参加
　　　　　　　　・スポーツ関係団体への加入
　　　　　　　　・スポーツボランティア活動
　　事業者　　　・各種スポーツ行事の参加、協力、支援
　　　　　　　　・各種競技の優秀な選手の雇用による市内定着
　　　　　　　　・社員によるスポーツクラブなどの設置
　　　市　　　　・体育指導委員の資質向上
　　　　　　　　・既存施設の整備改修による総合的な活用
　　　　　　　　・指導者の養成およびスポーツボランティアの育成・確保
　　　　　　　　・スポーツ振興計画および運動施設整備計画の策定

5　施策の展開によって期待できる効果

　⑴　生涯にわたるスポーツおよびレクリエーションの充実
　⑵　指導者およびスポーツボランティアの育成・確保　　
　⑶　競技力の向上
　⑷　生涯スポーツの拠点となる施設の整備充実

水泳教室

空手教室



－ 27 －

第２章　後期基本計画

基
本
目
標
１

　個別目標１－４　こころ豊かに芸術文化の振興

1　現状と課題

　⑴　本市には、国指定２件、国登録有形文化財４０件、県指定９件、市指定７５件と貴重な文化財が多数
　　あります。しかし、その周知を十分行っていないことから市民の認知度が低い状況にあるため、文化財
　　に対する理解や関心を喚起するための情報提供を行う必要があります。

　⑵　市民の文化芸術活動を行える機会が不足しているため、市民の受け皿として文化活動を担う組織、　
　　団体などの基盤の整備が求められています。

　⑶　文化芸術情報の集積や発信が乏しい状況にあるため、多種多様な文化芸術鑑賞の充実と提供に努める
　　必要があります。

　⑷　歴史・伝統に培われた芸術文化を育むため、これまでも施設整備を進めてきましたが、市民が気軽に
　　芸術文化に親しむことができる環境の整備を図る必要があります。

　⑸　有形文化財・記念物については適切な保存が求められています。一方、無形文化財の継承については、
　　後継者不足などにより危機的な状況にあるため、早急な対策が必要です。

　⑹　市内には市街化区域と埋蔵文化財包蔵地の重複する地点が多数所在するため、各種開発との調整を行
　　い、埋蔵文化財保護と都市開発の両立を図る必要があります。

　⑺　公開される国・県指定文化財では、経年劣化などがみられるため、保存・整備を支援する必要があり
　　ます。

資料：生涯学習課

単位：人

■文化施設利用延べ人員

　個別目標１－４　こころ豊かに芸術文化の振興
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2　基本方針

　⑴　芸術文化活動の支援
　　　市民一人ひとりが、自主的に文化芸術活動に参加しやすい環境づくりを推進し、多くの個人や団体が
　　行う自主的な文化芸術活動の支援に努めます。また、様々な文化芸術鑑賞を通し、ゆとりとやすらぎを
　　享受し、生きる喜びに満ちた心豊かな生活を営むことができることを目指します。

　⑵　文化財の保護と活用
　　　市民共有の財産である文化財や地域の伝統芸能とのかかわりを通して、文化的・精神的豊かさを享受
　　し、郷土の歴史に誇りが持てるよう、文化財の保護・活用と伝統芸能の保存継承に努めます。また、収
　　蔵資料などの公開・活用と教育普及事業を積極的に図り、市民の文化意識・郷土愛・文化財愛護精神の
　　向上に努めます。

3　主要施策の体系と方向

　主要施策１－４－１　　芸術文化活動の振興

　⑴　市民の芸術文化活動の支援
　　①市民の文化活動を支援するために文化団体の育成支援に努めるとともに、活動の成果を発表する場と
　　　して、市民文化祭などの開催に務めます。

　⑵　芸術家、文化人の紹介
　　①市出身および縁のある芸術家、文化人とその作品についての情報を集約し、芸術活動の象徴、目標と
　　　して積極的に市民に紹介することにより、市民の芸術活動などを刺激し、その振興を図ります。

　⑶　芸術鑑賞機会の提供
　　①様々な芸術文化を鑑賞できる機会を市民に提供することにより、市民の芸術文化の意識、意欲の喚起
　　　を図ります。

　主要施策１－４－２　　文化財の保護と活用

　⑴　文化財などの管理、公開
　　①市内に分散している文化財、歴史的資料を保存環境の整った施設で集中管理し、それらを公開し文化
　　　財に触れる機会を提供します。

　⑵　文化財保護の意識の向上
　　①文化財が市民共有の財産であり貴重な歴史遺産であることを分かりやすく伝える事業を展開します。
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　⑶　伝統芸能の保存継承
　　①地域に残る伝統芸能を将来に保存継承していくために保存継承団体を支援し、また、記録保存に努め
　　　ます。

　⑷　収蔵資料の活用
　　①収蔵資料を「総合的な学習の時間」への支援や、市民のための講座などに活用し、また、文化財や歴
　　　史教育の一環としてテーマを決めて展示・公開します。

　⑸　国・県指定文化財の保存・整備
　　①名勝盛美園をはじめとする、市内の国・県指定文化財の適切な管理と公開に資するための基盤整備な
　　　どを支援します。

　⑹　埋蔵文化財の保護と開発調整
　　①埋蔵文化財包蔵地内における各種開発行為との円滑な調整を図るため、開発が予想される地域での国
　　　庫補助を活用した分布調査を実施し、開発に備える遺跡の現況、範囲などの基礎資料の整備に努めま
　　　す。

4　みんなの役割

　　市　民　　　・市民文化祭などへの積極的参加
　　　　　　　　・伝統芸能の市民文化祭などでの積極的発信
　　　　　　　　・伝統芸能保存継承団体による後継者の育成
　　　　　　　　・伝統芸能の積極的な公開活動
　　　　　　　　・指定文化財などの公開と活用
　　事業者　　　・  企業メセナとしての文化財、伝統芸能文化への支援
　　　市　　　　・市民が気軽に参加できる市民文化祭などの企画立案
　　　　　　　　・芸術文化活動の情報提供
　　　　　　　　・伝統芸能保存継承団体・指定文化財への支援
　　　　　　　　・収蔵資料などの管理・公開と教育普及事業の展開
　　　　　　　　・埋蔵文化財保護と開発の円滑な調整
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5　施策の展開によって期待できる効果

　⑴　市民の芸術文化活動の振興
　⑵　市伝統芸能の次世代への継承
　⑶　文化財の適正な管理と活用
　⑷　埋蔵文化財保護と都市形成の両立
　⑸　市民の郷土愛、文化財保護思想の向上

郷土芸能（八幡崎獅子（熊）踊）

郷土芸能（柏木町荒馬踊）
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第２節　　　　　　集いと元気あるまちづくり

　　　　　　　　　　( 参加・協働・交流 )

基本目標２
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　⑴　性別に基づく固定的な役割分担意識が根強く残っていることから、これを解消し、男女共同参画に関
　　する認識を深め、定着させるための広報・啓発活動を展開する必要があります。

　⑵　社会や地域における政策・方針決定過程への女性の参画の拡大が進んでいないことから、性による差
　　別意識を解消し、女性の参画推進の重要性について啓発していく必要があります。

　⑶　女性の社会進出が進んでいくなかで、家庭形態やライフスタイルが多様化しているため、それらに対
　　応した慣行の見直しや家庭生活と仕事や地域活動の両立ができる環境が求められています。

■各種審議会における女性の参加者数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人、％

　 各種審議会における女性の参加者数 　 全　体　　　うち女性 　女性の割合
　　　　　　　H23.4.1 現在 　　　　　　 482 　　116 　　　24.1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：総務課

集いと元気あるまちづくり

　個別目標２－１　支え合える男女共同参画の推進

基本目標２
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2　基本方針

　⑴　男女共同参画の意識づくりの推進
　　　男性と女性が社会の対等な構成員として、あらゆる分野の活動に参画できる男女共同参画社会の環境
　　づくりを推進するため、男女共同参画が全ての人に必要であるという認識を深めるための広報・啓発活
　　動に努めます。

　⑵　政策・方針決定過程への女性の参画推進
　　　 男女共同参画は、従来の「女性の社会参加の促進を目的とした活動」から「男女が共に参画して社会
　　づくりを進めるための活動」を推進するための施策への転換期にさしかかっていることから、本市にお
　　ける各種審議会委員への女性の登用に努めるとともに、各種関係機関・団体における女性の参画推進を
　　働きかけます。
　　　多様化した社会生活、家庭生活や経済活動に対応するため、政策・方針の決定に多様な視点、考え方
　　が必要であるという観点から、あらゆる分野に女性の参画を進めていくことが必要です。
　　　そのため、本市における各種審議会など女性委員の構成比率を３０%以上を目標とし、女性の登用に
　　努めるとともに、各種関係機関・団体における女性の参画推進を働きかけます。

　⑶　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の普及
　　　 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）は、仕事のほか、趣味や学習、地域活動などに参画
　　し、健康で豊かな生活を送るために重要なものです。
　　　男性も女性も仕事をしながら安心して育児・介護や地域活動などができる社会環境の整備を進めます。



－ 34 －

第２章　後期基本計画

基
本
目
標
２

3　主要施策の体系と方向

　主要施策２－１－１　　男女共同参画の意識づくりの推進

　⑴　男女共同参画の広報・啓発
　　①あらゆる分野において男女共同参画への理解が必要であるため、身近でわかりやすく、具体的な啓発
　　　を進めます。
　　②性別による固定的な役割分担意識の解消を図るため、学校教育や社会教育などでの啓発を行い男女共
　　　同参画意識の定着を図ります。

　主要施策２－１－２　　政策・方針決定過程への共同参画の推進

　⑴　女性の参画推進
　　①政策・方針決定の場へ女性の参画を推進するため、各種審議会などの委員への女性の登用に努めます。
　　②事業者や各種関係機関・団体などにおける女性の参画が推進されるように働きかけを推進します。
　　③女性がその能力を開発、発揮できるような環境づくりを進めます。

　主要施策２－１－３　　家庭と仕事の両立支援
　　　　
　⑴　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の意識啓発
　　①男女が家庭生活と社会生活を両立できるよう、仕事と生活の調和を目指して、子育て支援・福祉 ･ 介
　　　護環境の充実、男性の家事育児参加の推進などを進めていきます。
　　②事業者に対して男女共同参画を実現するため、働き方の見直しや多様な働き方ができるように積極的
　　　な広報・啓発活動の展開に努めます。
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4　みんなの役割

　
　　市　民　　　・啓発事業への参加やイベントなどの企画立案、自主開催
　　　　　　　　・地域活動への積極的な参加
　　　　　　　　・性別に関係なく、家事・育児・介護などに取り組むこと
　　事業者　　　・男女共同参画の理解の促進と意識啓発
　　　　　　　　・性別への固定的観念や偏見を解消した登用の推進
　　　　　　　　・育児休業や介護休業などの導入や長時間労働の抑制、有給休暇取得の促進
　　　市　　　　・男女共同参画推進のプランの推進
　　　　　　　　・政策決定の場への女性の積極的な登用と参画への働きかけ
　　　　　　　　・男女共同参画の視点に立った施策・事業などの企画立案

5　施策の展開によって期待できる効果

　⑴　性別にとらわれることなく自分らしさを十分に生かせる環境の形成
　⑵　男女がともに働きながら安心して育児・介護に取組むことができるまちづくり
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1　現状と課題

　⑴　ライフスタイルの変化や価値観の多様化、地域における人口減少や連帯感意識の希薄化が進み、コミュ
　　ニティ活動が低下しているため、市民が自主的にコミュニティ活動に参加できる環境づくりに取り組み、
　　地域の活性化を推進する必要があります。

　⑵　町会への加入世帯が減少傾向にあり、町会や行政区の機能が低下している状況にあるため、適正な規
　　模の行政区を再編する必要があります。

　⑶　コミュニティ組織の活動を支援するため、町会内での情報共有化を推進し、市民が参加したい、参加
　　しやすいと思えるコミュニティ活動への支援など、市民サービスの充実が求められています。

　⑷　市民のボランティア団体や NPO 法人などによる新たな　市民活動が活発になってきており、市民と行
　　政の協働のまちづくりを検討する必要があります。

　⑸　市民と情報の共有を図るため、市民が知りたい情報、市が伝えたい情報などを「広報ひらかわ」と市
　　のホームページに掲載し情報提供しています。
　　　しかし、広報紙では市からの一方的な情報提供が中心であるという意見・要望があるため、市民参加
　　型の紙面構成にする必要があります。
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2　基本方針

　⑴　コミュニティ組織の活性化
　　　行政区を適正な規模に再編し、地域においてお互いに協力し合い、住み慣れた地域で市民が自由に語    
　　り合うことができる機会と笑顔があふれるコミュニティづくりを推進します。また、町会の活性化を図
　　るため、町会への加入促進とコミュニティ活動のリーダー育成を推進します。

　⑵　コミュニティ活動の支援
　　　コミュニティの基盤である町会や行政区の自治会組織活動が円滑に運営され、コミュニティが維持・
　　活性化できるよう、組織づくりの相談体制や運営に対する支援の充実に努めます。

　⑶　市民の市民参画の推進
　　　市民・事業者・市が新たな相互関係を築き、一体となったまちづくりを進めていくため、広報公聴活
　　動の充実などにより相互の理解を深めるとともに、様々な分野における市民参画機会を拡充します。
　　　また、市が市民にとってより身近なものとなるために、持っている情報を様々な手法や情報媒体を通
　　して、わかりやすく積極的に公開すると共に、市民に理解が得られるよう説明責任を果たしていきます。

3　主要施策の体系と方向

　主要施策２－２－１　　コミュニティ組織の活性化

　⑴　コミュニティ組織の維持
　　①コミュニティ活動のリーダーを育成するための様々な研修会への参加を促進します。
　　②行政区の再編により、行政区を適正な規模に見直します。

　⑵　自治意識の高揚
　　①自主的なコミュニティ活動の支援により、市民の自治意識の啓発を図ります。

　主要施策２－２－２　　コミュニティ活動の支援

　⑴　支援体制の充実
　　①町会などの組織が自主的にコミュニティ活動を実施できるよう、情報提供や相談体制の充実を図ります。

　⑵　コミュニティ施設の充実
　　①コミュニティ施設の整備・充実を進め、地域交流の場の確保を図ります。
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　主要施策２－２－３　　市民の市政参画の推進

　⑴　情報提供の推進
　　①「広報ひらかわ」の内容を充実し、わかりやすい情報を提供します。
　　②市ホームページの内容を充実し、迅速な情報の更新に努めます。

　⑵　広聴活動の充実
　　①市民からの意見や要望を的確に把握し、市政に反映するため、広く聴く機会の充実に努めます。

　⑶　市民協働の促進
　　①各種計画づくりなどに計画段階から参画することで市民と市との協働作業での市政運営を進めます。

4　みんなの役割
　
　　市　民　　　・コミュニティ活動などへの自主的な取組
　　　　　　　　・コミュニティ施設の管理運営
　　事業者　　　・コミュニティ活動への支援
　　　　　　　　・地域住民との積極的な交流（イベントなどへの参加）
　　　市　　　　・自主的なコミュニティ活動への支援
　　　　　　　　・コミュニティ施設の充実を支援
　　　　　　　　・わかりやすい広報広聴の充実

5　施策の展開によって期待できる効果

　⑴　コミュニティ意識の向上、一体感の醸成およびコミュニティ活動の充実
　⑵　町会や行政区の機能の維持・向上
　⑶　市民にとってわかりやすい行政情報の取得



　個別目標２－３　わかり合える交流の推進
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1　現状と課題

　(1)　それぞれの地域への理解と愛着を深め、一層市民の一体感を醸成する必要があります。

　(2)　市民が一体感を持ち、まちづくりを進めていくためには、市内における交流をより一層深めていく　
　　ことが重要です。

　(3)　市民間の交流は、生涯学習や生涯スポーツなどの地域における活動を通じて行なわれています。その
　　他、共通の趣味や目的をもった人が集まった団体など多様な市民活動が行なわれていますが、これらの
　　交流は市民主体のまちづくりを進めるうえで今後ますます重要になります。

　(4)　観光客やイベント参加者などの本市への来訪者と市民による交流が、地域の活性化に繋がる重要な交
　　流活動であるため、本市を広く周知し、気軽に参加できるイベントなどの交流機会の充実を図る必要が
　　あります。

　(5)　異なった歴史や風土、特色を持つ地域との交流を促進し、新たな文化に触れることにより郷土への愛
　　着心を育み、魅力ある地域づくりを行うため「国内交流事業」を実施しています。

　(6)　生きた英語や異文化に触れるなどの実体験を通して国際感覚を養い、語学学習への意欲・能力の向上
　　を図るため「国際交流事業（ホームステイ受入・派遣）」を実施します。

2　基本方針

　(1)　交流機会の充実
　　　市民の一体感を醸成するため、市民が参加して交流を深めることができるイベント・祭り、生涯学習・
　　ボランティア活動・スポーツ活動などを通じた市民同士の交流や団体間の交流の機会の充実を図ります。
　　　また、国内外の地域と多様な交流を図ることを通じて、市民が本市の魅力を感じ、郷土への愛着心を
　　育むことができるようにするとともに、市民が他地域との相互理解を深め、認め合い、わかり合える交
　　流を推進します。本市への来訪者と市民との新たな交流人口の創出を図るため、全国に向けて積極的か
　　つ多様な手法で情報発信を行うことにより、交流人口の増加を図ります。

3　主要施策の体系と方向

　主要施策２－３－１　　交流機会の充実

　⑴　市民参加型の祭り・イベントの開催
　　①市民が気軽に参加できる多種多様な祭りやイベントの充実を図ります。

　⑵　市内の団体間の連携強化
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　　①生涯学習団体やスポーツ団体のなどの団体間の交流機会の充実を図ります。

　⑶　国内外の交流事業の充実
　　①地域外との交流を通じて、市民が本市の持つ魅力の発見や郷土愛を育むとともに人材育成に努めます。

　⑷　効果的な情報発信
　　①本市を広く周知するための情報を効果的に発信し、交流人口の拡大に努めます。

4　みんなの役割

　
　　市　　民　　　・祭り・イベントへの参加
　　　　　　　　　・国際交流事業への協力と参加（ホームステイの受入）
　　　　　　　　　・児童生徒の国内交流事業への参加
　　事業者　　　　・交流事業への理解・支援
　　　市　　　　　・市民参加型イベントの開催などによる地域間交流事業への支援
　　　　　　　　　・国内交流事業への支援
　　　　　　　　　・国際交流（ホームステイ受入・派遣）事業の実施
　　　　　　　　　・市内外への情報発信

5　施策の展開によって期待できる効果

　⑴　交流活動を通じた社会参加の促進
　⑵　コミュニケーション能力の向上
　⑶　市民が参画できる仕組みや環境の整備
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第３節　　　　　　お互いが支え合う共生のまちづくり

　　　　　　　　　　( 保健・福祉・医療 )

基本目標３
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1　現状と課題

　⑴　すべての市民が、住み慣れた地域において、生きがいのある生活をおくるためには、町会など地域で
　　活動している団体や保健・医療・福祉関係機関ネットワークづくりを進め、市民のニーズに対し連携を
　　図りながら地域全体で支え合うことが必要です。

　⑵　福祉や健康に関する相談内容の多様化に対応するため、相談体制の充実を図る必要があります。

　⑶　少子高齢化や労働形態の変化に伴って近所づきあいが希薄になる一方、地域の相互扶助機能も低下し
　　ているため、地域全体で福祉意識の高揚を図る必要があります。

　⑷　ボランティア活動に対する参加者が固定化しており、必要性の啓発・参加者の拡大を図る必要があり
　　ますが、人材を育成しながら市民が地域活動に参加しやすいきっかけづくりも必要です。

2　基本方針

　⑴　地域福祉の推進
　　　地域住民と公私の社会福祉関係者が協力して地域社会における福祉課題の解決に取り組むため、町会
　　を基本単位とした住民参加型地域福祉の推進を図ります。

　⑵　福祉意識の高揚
　　　福祉教育の充実・市民の意識改革を図ることにより、市民が自主的にまちづくりに参加できる気運を
　　高めるとともに、リーダーとなるべき人材育成を図ります。

3　主要施策の体系と方向

　主要施策３－１－１　　地域福祉の推進

　⑴　「地域福祉計画」の見直し
　　①現在の計画期間が平成２５年度で終了することから、再度、市民ニーズを把握して見直しを行います。

　⑵　地域福祉ネットワークの構築と広報活動の強化
　　①地域で活動している団体や保健・医療・福祉関係機関のネットワークの強化を図るとともに、地域住
　　　民に活動内容を知っていただくための広報活動を強化します。

お互いが支え合う共生のまちづくり

　個別目標３－１　思いやりあふれる支え合いの充実

基本目標３
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　⑶　相談体制の充実
　　①広報などにより相談窓口を明確にし、市民が利用しやすい体制を強化します。
　　②相談に対応する職員の研修の受講などにより、専門的な知識や実践力を備えた人材育成を強化します。

　主要施策３－１－２　　福祉意識の高揚

　⑴　支援体制の充実
　　①福祉教育の充実などにより、市民の福祉意識の高揚を図り、ボランティア活動への参加促進の強化を
　　　図ります。
　　②情報提供や活動機会の提供により、ボランティア活動のより一層の活発化を図ります。

4　みんなの役割

　　市　民　　　・地域の問題点（不便な点）の再認識
　　　　　　　　・ボランティア活動への理解と参加
　　事業者　　　・広報活動の強化
　　　　　　　　・福祉教育活動の推進
　　　　　　　　・市や関係機関・団体との連携
　　　　　　　　・ボランティア団体の育成・支援
　　　市　　　　・市民からの相談受付
　　　　　　　　・事業者への支援
　　　　　　　　・事業者・関係機関との連携

5　施策の展開によって期待できる効果

　⑴　地域住民が問題に自主参加、自主解決することにより地域社会が構築されます。



　個別目標３－２　ほほえみあふれる子育て環境の整備

単位：人、％

単位：人

資料：Ｈ22保健活動のまとめより
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1　現状と課題

　⑴　妊娠・出産・子育てに対する精神的、経済的負担感が少子化の要因のひとつになっています。このた
　　め妊娠期・出産期・乳幼児期と一貫した健康診査や相談体制の充実および経済的な支援が求められてい
　　ます。

　⑵　女性の社会進出、就労形態の多様化などにより、市民ニーズに対応した多様な保育サービスや放課後
　　における児童の健全育成対策の充実が求められています。

　⑶　男性も育児に参加する傾向がみられてきたが、依然として女性が担うべき役割であるという考え方が
　　根強いため、男女共同で子育てをするという意識の向上を図る必要があります。

　⑷　全国的に児童の虐待が増加しているため、児童虐待の防止に関する啓発や早期発見・早期対応のため
　　の体制の整備が求められています。

　⑸　思春期の世代が相手や自分を大切に行動できる正しい知識を身につけることが求められています。

■出生数の推移　

■乳幼児健診実施状況



■各種保育サービスの推移

■放課後児童クラブの設置状況
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（Ｈ 23.4.1 現在）
資料：福祉課

資料：福祉課

単位：人、％

単位：件

■保育所児童数の推移

資料：福祉課
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2　基本方針

　⑴　子育て支援体制の充実
　　　次世代育成支援行動計画に基づき、保育・保健・教育・男女共同参画・防犯など、さまざまな視点か
　　ら施策の推進を図り、安心して子育てができる環境の整備を図ります。

　⑵　放課後における児童の健全育成
　　　放課後における児童の安全を確保するとともに、青少年対策事業などとの連携により、児童の健全育
　　成を図ります。

　⑶　子育て支援意識の啓発
　　　男女が共同で子育てをする意識の向上と環境の整備に努めます。

　⑷　児童虐待の防止
　　　児童虐待の未然防止や早期発見と児童や家庭への援助に向け、保健、医療、福祉、教育、警察などの
　　関係機関と連携をとりながら適切な対応をとるための体制整備に努めます。また、子どもたちの安全を
　　地域全体で見守る環境の整備に努めます。

3　主要施策の体系と方向

　主要施策３－２－１　　子育て支援体制の充実

　⑴　妊婦・乳幼児健康診査の充実
　　①妊婦健診の費用負担軽減を継続し、母子の健康が確保できるよう妊婦委託健康診査の充実を図ります。
　　②疾病や障害の早期発見に努め、すこやかな成長を支援するため、乳幼児健康診査の充実を図ります。

　⑵　子育て不安の解消
　　①相談体制の充実により子育て不安の解消を図ります。

　⑶　多様な保育サービスの充実
　　①市内全保育園において延長保育などの継続的な実施に努めます。
　　②休日保育・一時預かり・特定保育など、保護者の就労形態に応じたサービスに努めます。

　⑷　子育てへの経済的支援
　　①保育料の軽減・第３子以降無料化、医療費の助成、各種手当ての支給、就学援助など保護者への経済
　　　的支援を行います。
　　②出産祝金などの支給により、子どもを生みやすい環境の整備をします。

　⑸　子育てと仕事が両立できる環境の整備
　　①子どもを育てる家庭に配慮した職場環境を整備するよう、事業者などに働きかけます。



１
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　⑹　正しい知識の普及
　　①思春期の子どもやその親に対し、思春期の特徴や心と体の発達に関する正しい知識の普及を図り、　
　　　命の大切さを伝えます。

　主要施策３－２－２　　放課後における児童の健全育成

　⑴　放課後こどもプラン推進事業の充実
　　①放課後子ども教室と放課後児童クラブなどとの連携による、学校・地域・市が一体となった事業を実
　　　施します。
　　②地域住民の事業への参加と協力を推進します。
　　③児童館事業との連携による事業の利用促進を図ります。
　　④青少年対策事業との連携による効果的な事業展開を図ります。

　主要施策３－２－３　　子育て支援意識の啓発

　⑴　子育ての男女共同参画の推進
　　　①啓発紙（  きあらひらかわ）発行などにより男女が共同で子育てをする意識の啓発を図ります。

　主要施策３－２－４　　児童虐待の防止

　⑴　児童虐待の防止
　　①児童虐待の早期発見・早期対応のみならず、発生予防から虐待を受けた子どもの自立に至るまでの各
　　　段階において、多様な関係機関による切れ目のない支援体制に取り組んでいきます。



観光りんご園（広船）でのあすなろ保育園児
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4　みんなの役割

　
　　市　民　　　・子育てへの理解と見守り
　　　　　　　　・放課後こどもプラン推進事業への参加と協力
　　　　　　　　・男女が共同で子育てを行なうことの必要性を認識し、男性も積極的に育児に参加する。
　　　　　　　　・地域・社会全体で子育てを支援するという意識
　　事業者　　　・子育てへの理解
　　　　　　　　・企業における保育サービスの実施
　　　　　　　　・産前産後休暇・育児休業制度の整備など子育てのための制度の充実
　　　　　　　　・女性の継続就労および再就職の支援
　　　市　　　　・健診や相談体制の充実
　　　　　　　　・多様な保育サービスの充実のための支援
　　　　　　　　・放課後における児童の健全育成を推進する環境の整備
　　　　　　　　・男女が共同で子育てをする意識啓発の推進
　　　　　　　　・各種健診に対する助成の継続

5　施策の展開によって期待できる効果

　⑴　子育て不安の解消
　⑵　放課後における児童の健全育成
　⑶　子育てと仕事が両立できる環境
　⑷　母子の健康の保持・増進
　⑸　少子化の抑制



１ ２

　個別目標３－３　いたわりに満ちた高齢者のためのまちづくり
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1　現状と課題

　⑴　平成２３年４月現在の本市の高齢化率は２７．１％となっており、総合的な高齢者保健福祉の視点か
　　ら、  高齢者保健福祉計画・  介護保険事業計画を策定したところであり、計画に基づき今後さらに高齢者
　　に対する保健福祉の一層の充実を図っていくことが求められています。

　(2)　介護保険制度の施行により、在宅福祉サービスの利用が急速に拡大していますが、介護ニーズなどの
　　的確な把握に基づき、今後もサービス基盤の充実を図っていく必要があります。

　(3)　高齢者の労働意欲が高くなっている一方で、雇用の条件は厳しいため、能力や体力などの差異に応じ
　　て、できるだけ多くの人が就労できる環境づくりが求められています。

　(4)　生きがい活動を通して自己研鑽を図るとともに、地域や社会に様々な形で貢献したいという人が多く
　　なっていますが、その活動の場を見出せない人が多いため、社会参加や地域貢献が気軽にできる環境づ
　　くりが必要です。

■在宅福祉サービスの現状
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人、台

　緊急通報装置貸与台数 　　　　　　　　１１９台
　老人日常生活用具の給付 　　　　　　　　利用者なし
　高齢者一般入浴サービス事業利用者
　　・高齢者ふれあいセンター　　　　　　　２５，４７９人
　　・尾上地域福祉センター　　　　　　　　２５，８０５人
　　・碇ヶ関地域福祉センター　　　　　　　　７，８８７人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    資料：福祉課（平成22年度末）
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2　基本方針

　⑴　高齢者の在宅福祉サービスの充実
　　　一人暮らしの高齢者や高齢者世帯、認知症高齢者の増加などに対応するため、介護保険サービスと連
　　携を図りながら、在宅福祉サービスの充実に努めます。また、サービスを利用しやすい体制づくりを推
　　進します。

　⑵　高齢者の就労などに関する支援の充実
　　　シルバー人材センターや関係機関と連携を図りながら、雇用の確保と機会の拡大に努めます。また、
　　雇用に関する各種情報の提供に努めます。

　⑶　高齢者の生きがい対策の推進
　　　高齢者が生きがいを持って生活し、長年培った経験を生かして積極的に社会参加や地域貢献ができる
　　よう、ボランティア活動などの活躍の場と機会の確保に努めます。また、文化芸術活動やスポーツ活動
　　を通じて世代間交流の推進を図ります。

3　主要施策の体系と方向

　主要施策３－３－１　　高齢者の在宅福祉サービスの充実

　⑴　在宅福祉サービスのニーズの把握
　　①市民がどのような在宅福祉サービスを必要としているか関係機関など調査し、その対策に努めます。

　⑵　利用しやすい体制づくり
　　①利用者が安心してサービスを選択できるしくみづくりとして、関係機関などによるサービスの実施に
　　　ついての検討を進めます。

　主要施策３－３－２　　高齢者の就労などに関する支援の充実

　⑴　シルバー人材センターの充実強化
　　①高齢者の知識、技能を発揮できる就業先の確保のため、シルバー人材センターの充実強化を図ります。

　⑵　就労関係機関の連携強化
　　①シルバー人材センターや職業安定所などの関係機関と連携し、就労関係の情報を広く提供することに
　　　より、就労意欲のある高齢者の幅広い就労選択を図ります。

　主要施策３－３－３　　高齢者の生きがい対策の推進

　⑴　生きがい作り事業の充実
　　①創作、学習活動などに積極的に参加し、充実した生活を送ることができるよう、生きがいと健康づく
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　　　りの推進に努めます。

　⑵　老人クラブの育成強化
　　①老人クラブが展開する事業活動を支援し、その事業内容を周知することにより加入促進を図るととも
　　　に、会員相互の親睦と高齢者福祉の推進を図ります。

　⑶　ボランティア団体などの育成・支援
　　①福祉活動の推進には、社会に貢献した高齢者などの参加が不可欠なことからボランティア団体などの
　　　自主活動が盛んに行われるよう支援することに努めます。

4　みんなの役割

　
　　市　民　　　・必要時に積極的にサービスを利用する意識の向上
　　　　　　　　・積極的に就労と生きがいづくり活動などへの参加
　　事業者　　　・一人暮らし高齢者対象の各種事業の実施
　　　　　　　　・定年年齢の引き上げと継続雇用
　　　　　　　　・シルバー人材センターの積極的な活用
　　　市　　　　・在宅福祉サービス事業などの推進
　　　　　　　　・シルバー人材センター充実強化のための支援
　　　　　　　　・関係機関との連携による就労などに関する情報提供
　　　　　　　　・生きがいづくり団体などの育成・支援

5　施策の展開によって期待できる効果

　⑴　高齢者が仕事や生涯学習において知識や技能を発揮できる環境
　⑵　高齢者が健康を保ち、元気に就労できる環境
　⑶　高齢者が生きがいを持ち、充実した生活をおくれる環境



　

　　

　　

　個別目標３－４　やさしさあふれる障害者のためのまちづくり
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1　現状と課題

　⑴　障害のある人の地域生活と就労を進め、自立を支援する観点から、平成１８年４月に「障害者自立支
　　援法」が施行されました。これにより在宅サービスの利用者が増えることが予想され、これに対応でき
　　るサービス提供基盤や利用しやすい体制の整備が求められています。

　⑵　障害のある人の自立と社会参加のための重要な柱である雇用の確保について、事業者への啓発なども
　　含め有効な施策の検討が必要となっています。

　⑶　障害者自立支援法制度の概要、在宅および施設サービスの内容などについて広く周知し、障害の種別・
　　程度に応じて適切な相談・指導を行う体制整備が必要となっています。

■等級別身体障害者手帳交付者の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人

　　等　級　　　　Ｈ１９　　　　Ｈ２０　　　　Ｈ２１　　　　Ｈ２２
　　　１　　　　　５１５　　　　５１６　　　　５１９　　　　５１６
　　　２　　　　　２１７　　　　２７１　　　　２６３　　　　２５４
　　　３　　　　　２４１　　　　２５１　　　　２６０　　　　２６７
　　　４　　　　　２６７　　　　２７０　　　　２８５　　　　３００
　　　５　　　　　８４　　　　　　８１　　　　　８１　　　　　８０
　　　６　　　　　１１５　　　　１０８　　　　１１０　　　　１１３
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：福祉課

■精神保健福祉手帳交付者数の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人

　　等　級　　　　Ｈ１９　　　　Ｈ２０　　　　Ｈ２１ 　Ｈ２２
　　　１　　　　　　６９　　　　　７７　　　　　７４ 　　９０
　　　２　　　　　　６４　　　　　８５　　　　　９８　　　　１０８
　　　３　　　　　　２１　　　　　２１　　　　　１８ 　　１９
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：福祉課

■愛護（療育）手帳交付者数の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人

　　等　級　　　　Ｈ１９　　　　Ｈ２０　　　　Ｈ２１　　　　Ｈ２２
　　　Ａ　　　　　１２５　　　　１２５　　　　１２３　　　　１２１
　　　Ｂ　　　　　１３９　　　　１４３　　　　１４７　　　　１５１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：福祉課
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2　基本方針

　⑴　障害者の在宅福祉サービスの充実
　　　「障害者計画」および「障害福祉計画」に基づき、体系的に障害者福祉施策を推進します。

　⑵　障害者の訓練・就労支援の充実
　　　障害者の　法定雇用率の達成を図るため、事業者などに対し障害者雇用の啓発に努めます。

　⑶　障害者の相談・支援体制の充実
　　　相談支援事業を実施する事業者の周知を行うことにより、身近なところで専門的な相談が受けられる
　　とともに、障害の種別・程度に応じて適切な支援を受けられる体制の整備を推進します。また、 地域自
　　立支援協議会を組織し、相談支援事業などの運営評価や具体的な困難事例への対応のあり方などについ
　　て指導・助言を得ることにより、障害者支援事業の実施における中立・公平性の確保を図ります。

3　主要施策の体系と方向

　主要施策３－４－１　　障害者の在宅福祉サービスの充実

　⑴　在宅福祉サービス基盤の充実
　　①在宅生活のための  自立支援給付事業などの実施により、在宅福祉サービスの基盤の充実を図ります。

　⑵　在宅生活の確保・維持体制の構築
　　①施設入所から在宅移行（後）の障害者の生活の場の確保・維持体制の構築を推進します。
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　主要施策３－４－２　　障害者の訓練・就労支援の充実

　⑴　関係機関のネットワーク体制の強化
　　①訓練施設、事業者、職業安定所との連絡調整機能を高めるため、ネットワーク体制の強化を図ります。

　⑵　就労支援などの充実
　　①地元事業者などへ障害者雇用促進の働きかけを行い、障害者の就労機会の拡大を図ります。
　　②就労中の支援とフォロー体制を図ります。

　主要施策３－４－３　　障害者の相談・支援体制の充実

　⑴　利用しやすい体制づくり
　　①利用手続きやサービス内容などをわかりやすく周知することにより、支援が必要になった利用者が、
　　　容易に相談支援を受けることができる体制づくりを推進します。
　　②相談支援専門員を配置した　地域活動支援センターに相談窓口を設置します。

　⑵　障害者支援事業の中立・公平性の確保
　　①地域自立支援協議会における相談支援事業などの運営評価の実施により、中立・公平性の確保を図り
　　　ます。
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4　みんなの役割

　　市　民　　　・必要な時に、積極的にサービスを利用する意識の向上
　　　　　　　　・障害者の訓練、就労の必要性の意識の向上
　　事業者　　　・就労などに関する情報の提供
　　　　　　　　・障害者の積極的な雇用
　　　　　　　　・関係団体などによる支援イベントの開催
　　　市　　　　・在宅福祉サービスの充実
　　　　　　　　・自立支援給付事業、地域生活支援事業などの推進
　　　　　　　　・障害者支援に係る相談体制の整備・構築
　　　　　　　　・地元事業者などへの障害者雇用の促進

5　施策の展開によって期待できる効果

　⑴　障害者が気軽に相談ができる環境と情報提供
　⑵　障害者が生きがいを持ち、充実した生活をおくれる環境
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1　現状と課題

　⑴　本市の死亡原因は全国と同様に、がんや脳卒中、心疾患によるものが多く、これらの予防には、適度
　　な運動やバランスのとれた食生活など、健康的な生活習慣づくりに努めることが必要です。また、近年
　　多様化する感染症などへの対策としてワクチン接種が有効とされていることから、予防接種の啓発と接
　　種費用の経済的支援を継続する必要があります。

　⑵　市民の健康に対する関心は年々高くなっており、自主的に取り組む健康づくり活動への支援が求めら
　　れています。

　⑶　平成２０年１５人、平成２１年９人、平成２２年９人と当市において自殺者は減少しましたが、ここ
　　ろの健康問題を抱えている人への支援が依然として必要とされており、その要因と言われているうつ病
　　についての正しい知識の普及を図るとともに、専門家による総合相談窓口を開設して予防対策に取り組
　　む必要があります。

　⑷　幼児期における、むし歯保有率は全国と比較して高く、むし歯は乳幼児の発育・発達に与える影響が
　　大きいため予防に対する意識の高揚が必要です。

　⑸　健康づくりを推進するため、町会単位で保健活動を行っていますが、その役割、目的、活動内容など
　　を十分に理解していただくために注意の高揚を図りながら今後も支援していく必要があります。

■主要死因別死亡者数
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■健診受診者数

資料：健康推進課
※基本健診は、平成 20 年度から特定健診、後期健康診査に移行
　子宮がん検診、乳がん検診は隔年受診

2　基本方針

　⑴　疾病の予防・早期発見
　　　健康診査の重要性を啓発するとともに、受診機会を拡大し、健診受診者の増加を図ります。市民自ら
　　が生活習慣を改善できるように、保健指導の充実を図ります。さらに、感染症などに対する予防のため
　　に接種勧奨を図ります。

　⑵　自主的な健康づくりへの支援
　　　市民の自主的な健康づくりを支援するために、健康相談・健康教育・食育推進の充実を図ります。

　⑶　こころの健康づくり
　　　こころの健康に対する正しい知識の普及を図ります。

　⑷　歯科保健対策の推進
　　　むし歯になりやすい乳幼児期に歯科検診の受診を積極的に働きかけ予防対策を図ります。

　⑸　地域活動組織の役割、目的、活動内容への理解
　　　地域で健康づくりを推進している組織の活動環境を整え、主体性をもって活動できるように支援します。
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3　主要施策の体系と方向

　主要施策３－５－１　　疾病の予防・早期発見

　⑴　健診体制の充実
　　①集団検診の受診勧奨に加え、弘前市医師会、南黒医師会および医療機関の協力を得て、個別健診によ
　　　る受診機会の拡大を図ります。

　⑵　健診内容の充実
　　①生活習慣病の予防、早期発見を目的とし、内臓脂肪に着目した健康診査を実施します。

　⑶　保健指導の充実
　　①受信者に対する結果説明会、訪問、電話などにより保健指導を実施します。

　⑷　健診の重要性の啓発
　　①健康づくり地域活動組織と連携し、健診の重要性を啓発して受診者の増加を図ります。

　⑸　予防接種の勧奨
　　①予防接種の重要性を啓発し、接種費用の助成を図ります。

　主要施策３－５－２　　自主的な健康づくりへの支援

　⑴　健康教育、健康相談の充実
　　①自主的に生活習慣を改善し、健康づくりに取り組めるよう知識や技術の提供を図ります。
　　②食育行動プランを推進します。

　⑵　関係機関などとの連携
　　①自主的な健康づくりを支援するため、行政、医療機関、教育機関などの関係団体と連携し、市民ニー
　　　ズに応えます。
　　②地域や事業者が行う健康教育などに協力します。

　主要施策３－５－３　　こころの健康づくり

　⑴　自殺予防、うつ病に対する理解
　　①一般市民、医療機関、福祉施設、各町会において研修会、講座などを開催し、こころの健康に対する
　　　正しい知識を啓発します。

　⑵　相談体制の整備
　　①司法書士、精神保健福祉士などの専門家による総合的な相談窓口を開設し、相談体制の充実を図ります。
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　主要施策３－５－４　　歯科保健対策の推進

　⑴　歯科検診、むし歯予防教育の実施
　　①乳幼児の歯科検診や歯科保健指導を実施し、幼児・保護者に対するむし歯予防教育を行います。

　主要施策３－５－５　　地域活動組織への支援

　⑴　活動しやすい環境整備
　　①保健協力員や食生活改善推進員の活動を明確にし、市民に対して周知を図るとともに、主体性をもて
　　　活動できるように支援します。

4　みんなの役割

　
　　市　民　　　・健診の受診などによる疾病の早期発見・早期治療
　　　　　　　　・健康的な生活習慣づくり
　　　　　　　　・こころの健康に対する理解
　　　　　　　　・歯科保健に対する意識の高揚
　　　　　　　　・予防接種による疾病の抑制、健康維持
　　事業者　　　・職場での健康管理や健康増進対策の推進
　　　　　　　　・こころの健康づくり対策の推進
　　　市　　　　・健康づくりのための多様な機会の提供
　　　　　　　　・関係機関・団体と連携した健康づくり対策の推進
　　　　　　　　・こころの健康づくり対策の推進
　　　　　　　　・歯科保健対策の推進
　　　　　　　　・予防接種の推進

5　施策の展開によって期待できる効果

　⑴　生活習慣病有病者や予備群の減少
　⑵　自主的に健康づくりを行う市民の増加
　⑶　自殺者の減少
　⑷　むし歯保有率の減少
　⑸　予防接種率向上による疾病のまん延防止や健康維持
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1　現状と課題

　⑴　交通アクセスの整備進展や民間医療機関の増加などに伴い、近年、診療圏の広域化が進み、市民の他
　　市への医療依存率が高くなっています。

　⑵　地域における医療体制の確保が求められているため、今後は、医療圏地域における医療機関の機能分
　　担と連携を一層強化し、広域的な対応を図っていく必要があります。

2　基本方針

　⑴　地域医療の充実
　　　地域住民の健康を守るため、各医療機関相互の連携により、初期医療や慢性期医療を中心とした医療
　　供給体制の充実を図ります。

3　主要施策の体系と方向

　主要施策３－６－１　　地域医療の充実

　⑴　広域連携による医療体制の充実
　　①医療圏域内の救急医療、高度医療および専門医療を担当する医療機関との連携を進めます。
　　②慢性期患者や安定期患者を中心とした医療サービスの充実を図ります。
　　③市の健康づくり事業への参画を継続し、また各種予防接種の受入増加を図ります。　　　　　　　　
　　④診療態勢を見直し、業務の効率化を図ります。

4　みんなの役割

　
　　市　民　　　・自主的な健康づくり
　　　　　　　　・疾病の早期発見
　　事業者　　　・従業員の健康管理
　　　　　　　　・定期的な健康診断
　　　市　　　　・健康づくりのための多様な機会の提供
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5　施策の展開によって期待できる効果

　⑴　地域住民の健康の保持
　⑵　地域住民の病気の予防

平川診療所
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1　現状と課題

　⑴　高齢化の進展や疾病構造の変化、医療技術の進歩などにより医療費が増加傾向にあります。また、　
　　一方では、経済状況などの低迷により収納率が低下し、国民健康保険財政は厳しい状況にあります。　
　　　そのため、国民健康保険制度の趣旨普及と正しい理解を深め、健康増進・健康づくり対策の推進、特
　　定健診・特定保健指導の受診率向上により、国民健康保険事業の健全運営を図る必要があります。

　⑵　厳しい経済情勢や国民年金制度に対する不安、不信感により未加入者、保険料の未納者が増加傾向に
　　あるため、国民年金制度に関する正しい理解を深めることが必要です。

　⑶　高齢期の生活を支える介護保険制度は、将来にわたり高齢者の安心を支えることが求められているた
　　め、介護サービスの充実と安定的な運営が必要となっています。また、介護保険制度が適正に活用され
　　るよう、制度の趣旨普及と正しい理解を深めることが必要です。

■介護保険の現状　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｈ 17　　　Ｈ 18　　 　Ｈ 19　 　　Ｈ 20　　 Ｈ 21　　 Ｈ 22
　　第１号被保険者　　　　　　　　　 8,954 　　 9,060　　　9,097　 　9,224　 　9,244　 　9,228 
　　要介護・経過的要介護認定者数　　 1,923 　　 2,015　　　2,018　 　2,022　 　2,044　 　2,040 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：福祉課

2　基本方針

　⑴　国民健康保険の充実と健全運営
　　　医療費の適正化を図るため、診療報酬明細書の点検、疾病予防、健康づくりを推進します。特に、医
　　療費の適正化が期待できることから、特定健診の受診率向上、特定保健指導の充実を図ります。
　　　また、国民健康保険制度の趣旨を十分理解してもらうために広報・啓発活動を展開し、適正な受診の
　　促進と保険税の収納率の向上に努めます。

　⑵　国民年金の充実
　　　国民年金の適用対象者の把握に努め、国民年金制度の趣旨を十分理解していただくため、広報・啓発
　　活動を展開するとともに、関係機関との連携による相談体制の充実に努め、加入促進と納付督励を図り
　　ます。

　⑶　介護保険の充実と健全運営
　　　介護保険事業計画および高齢者保健福祉計画の着実な推進を図るとともに、介護保険制度の趣旨を十
　　分理解していただくため、積極的に広報・啓発活動を展開します。また、介護予防サービスを充実し、
　　高齢者の自立を支援することで介護保険財政の健全運営を図ります。
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3　主要施策の体系と方向

　主要施策３－７－１　　　国民健康保険の充実と健全運営

　⑴　医療費の適正化
　　①毎月行う診療報酬明細書の点検、資格調査および年６回送付する医療費通知、ジェネリック医療品希
　　　望カードの配布により医療費の適正化を図ります。

　⑵　被保険者の健康の保持と増進
　　①　人間ドックなどへの助成および保健指導、健康相談、健康教室などの実施により、被保険者の健康
　　　の保持と増進を図ります。

　⑶　特定健診、特定保健指導の充実
　　①３０歳から７４歳までの被保険者に対して、受診率向上のため特定健診の重要性を啓発し、集団健診
　　　を継続しながら、医療機関と連携を取り個別健診の奨励を図ります。また、特定保健指導により生活
　　　習慣の改善や保健事業への参加を促すとともに、精密検査の受診勧奨を行います。
　　②広報誌の活用、パンフレットの配布などによる受診勧奨を行い、受診率の向上を図ります。

　⑷　保険税の収納率向上
　　①滞納者に対する納付相談、納付指導、臨戸徴収などを行い、収納率の向上を図ります。

　⑸　国民健康保険制度に関する情報提供
　　①広報誌の活用、被保険者証更新時のパンフレットの配布などにより、国民健康保険制度に関する趣旨
　　　の普及を図ります。

　主要施策３－７－２　　　国民年金の充実

　⑴　国の施策に合わせた加入促進と納付督励
　　①年金業務に関する窓口相談や年金事務所との連携による保険料納付相談を実施し、加入促進、納付督
　　　励を図ります。

　⑵　国民年金制度に関する情報提供
　　①広報誌の活用、パンフレットの配布などにより、国民年金制度に関する趣旨の普及を図ります。
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　主要施策３－７－３　　介護保険の充実と健全運営

　⑴　介護保険制度の趣旨普及の推進
　　①広報誌の活用、パンフレットの配布などにより、介護保険制度に関する趣旨の普及を図ります。

　⑵　被保険者の立場に立った制度運営の推進
　　①高齢者や家族の希望・選択が尊重され、利用者本位の介護サービスが効率的・総合的に提供されるよ
　　　う、事業者および関係機関との連携を図るとともに、介護給付費の適正化に努めます。

　⑶　地域の特性に応じた多様かつ良質なサービス提供の促進
　　①地域や高齢者のニーズや既存施設の実態などを踏まえ、医療と連携、介護予防の実施など、サービス
　　　提供体制の基盤整備を図ります。

　⑷　介護予防事業の推進によるサービスの安定提供と保険財政の健全化
　　①介護予防サービスを安定的に提供するとともに、介護予防事業を事業評価し、効果的に推進すること
　　　により、介護保険財政の健全化を図ります。

4　みんなの役割

　
　　市　民　　　・各制度に関する正しい理解
　　　　　　　　・自主的な健康づくり
　　　　　　　　・保健事業、介護予防事業などへの参加
　　　　　　　　・各種保険料 ( 税）の納付
　　事業者　　　・保健・医療・福祉サービス施設など関係機関の連携
　　　市　　　　・健康づくり事業の推進
　　　　　　　　・年金の加入促進
　　　　　　　　・保険料（税）の納付督励と収納率向上
　　　　　　　　・各制度に関する広報・周知

5　施策の展開によって期待できる効果

　⑴　国民健康保険制度に対する理解の促進と健全運営
　⑵　国民年金制度に対する理解の促進と受給権の確保
　⑶　介護保険制度に対する理解の促進と安定的な制度運営
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第４節　　　　　　やすらぎとぬくもりを感じるまちづくり　　　

　　　　　　　　　( 自然環境・生活環境 )

基本目標４



１
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1　現状と課題

　⑴　十和田八幡平国立公園、黒石温泉郷県立自然公園、大鰐碇ヶ関温泉郷県立自然公園の雄大な自然景観
　　や市内を流れる平川流域には豊かな田園風景が広がっており、貴重な自然資源として本市の魅力形成に
　　大きく関わっています。

　⑵　自然の大切さを広く市民に啓発しながら、自然との共生を目指し、自然環境の保全を進める必要があ
　　ります。

　⑶　自然環境は、保全するだけでなく教育や健康づくりの場、さらには観光資源としての活用が求められ
　　ています。

　⑷　水辺の空間や　公園は、市民生活に身近な交流の場や憩いの場として安らぎと潤いを提供する場であ
　　るとともに、災害時における避難場所としても重要な役割を担っているため、安全で安心して利用でき
　　る施設が求められています。

　⑸　地域の特性をいかした公園や緑地の整備を進めるとともに、より使いやすい施設にするため、市民や
　　関係団体と連携して維持管理を行っていく必要があります。

やすらぎとぬくもりを感じるまちづくり

　個別目標４－１　やすらぎを感じる水と自然の保全・活用

基本目標４
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■主な公園

■住宅の所有別世帯の推移
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2　基本方針

　⑴　自然環境の保全
　　　自然とふれあいながら、自然環境の保全の必要性や自然の大切さを市民に啓発するための場と機会の
　　確保に努めます。

　⑵　自然環境の活用
　　　水や緑は、本市の自然環境の象徴・財産であることから、その恵みを次世代への継承に務めるととも
　　に、観光資源や防災機能として利用するなど多面的な活用を図ります。

　⑶　水辺と公園の充実
　　　ごみのない川辺の親水空間充実や地域の公園づくりに努めるとともに、利用者が安心して利用できる
　　よう、地域住民と市の協働による適正な維持管理に務めます。

3　主要施策の体系と方向

　主要施策４－１－１　　自然環境の保全

　⑴　自然保護思想の高揚
　　①自然とふれあう機会を通じて、自然環境に対する理解と認識を深め、自然保護思想の普及と高揚を図
　　　ります。

　⑵　各種開発の指導
　　①自然環境に配慮するよう、関係法令に基づいた適正な指導を徹底します。

　主要施策４－１－２　　自然環境の活用

　⑴　多面的な資源としての活用
　　①自然資源を観光資源、健康づくり、環境学習、防災機能として活用します。

　主要施策４－１－３　　水辺と公園の充実

　⑴　きれいな河川環境の整備
　　①安全な憩いの場としての親水空間の活用を図り、ごみなどのないきれいな河川環境の整備に努めます。

　⑵　地域の特性を活かした安全で安心な公園などの整備
　　①安全で安心して利用できる公園などの整備を推進します。
　　②開発区域の特性に合った公園などの整備を促進します。

　⑶　市民と連携した安全な公園の活用促進
　　①市民が使いやすい公園にするため、市民と市が連携した維持管理に努めます。



白岩森林公園
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4　みんなの役割

　　市　民　　　・自然環境の保全活動への参加
　　　　　　　　・協働による公園の維持管理
　　事業者　　　・所有地の緑化の推進
　　　市　　　　・自然環境の実態の把握
　　　　　　　　・自然環境の保全活動の実施
　　　　　　　　・開発に関する適正な指導
　　　　　　　　・地域住民との協働による公園の維持管理

5　施策の展開によって期待できる効果

　⑴　自然の適正な保全
　⑵　自然の多面的な活用
　⑶　きれいで安全な水辺と公園
　⑷　公園や緑地の計画的な整備



市営住宅
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1　現状と課題

　⑴　市営住宅（１団地５棟８０戸）は建設後３０数年が経過しており、施設の老朽化が進行しています。
　　また、市営住宅への入居希望者はありますが、空室が不足していることから市営住宅の整備が求められ
　　ています。

　⑵　上水道は、平賀、尾上地域は津軽広域水道企業団から浄水を受水し給水、碇ヶ関地域は久吉ダム水道
　　企業団が浄水を直接給水、平賀地域東部地区は簡易水道により浄水を給水しています。そのため、災害
　　時などにおける関係機関との連携強化および危機管理対策の構築を図る必要があります。

　⑶　水道水の安定供給を図るため、老朽化施設の更新や地震災害などに対応した総合的な水道施設の整備
　　および維持管理を推進していく必要があります。

　⑷　下水道処理区域においては、計画的に整備を進めてきた結果、平賀および尾上処理区は全域の整備を
　　完了しています。碇ヶ関処理区は平成２５年度に全域の整備を完了する予定です。
　　水洗化向上については、更なる啓発活動が必要です。

　⑸　下水道処理区域外においては、地域に適した合併処理浄化槽などの整備手法を導入し、早期に全市域
　　での適正な処理を行う必要があります。

　⑹　平賀・碇ヶ関地域が特別豪雪地帯、尾上地域が豪雪地帯に指定されており、冬季間の快適な市民生活
　　を確保するためにも、積雪への対応が課題となっています。

　個別目標４－２　ゆとりを感じる生活環境の整備
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2　基本方針

　⑴　住環境の充実
　　　子育て世代、お年寄りや障害のある人などの多様な需要を見極めつつ、市民ニーズに対応した市営住
　　宅の機能の更新に努めます。また、既存住宅ストックについては、適切な維持管理と長寿命化の推進に
　　努めます。
　　　
　⑵　水道水の安定供給体制の充実
　　　安全で安定的に水を供給するため、水道事業の現状分析評価を行い、水質の管理を強化し、老朽施設
　　更新時に伴う耐震化の促進を図り、災害に強い水道の構築に向けて、配水および給水施設の整備を推進
　　します。

　⑶　下水道施設の整備・普及の促進
　　　快適な生活環境の確保と水質の保全を図るため、公共下水道の整備を進めるとともに、地域の特性に
　　応じた適正な処理に努めます。

　⑷　克雪対策の充実
　　　幹線道路並びに通勤・通学路などにおける重点的な除雪や消融雪溝などの整備を図り、冬季間の安全
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　　で快適な市民生活の確保に努めます。また、総合的な雪対策についての調整を図り、克雪から利雪・親
　　雪へ転換し、雪のぬくもりを感じることのできるまちづくりを進めます。

3　主要施策の体系と方向

　主要施策４－２－１　　住環境の充実

　⑴　市営住宅の充実
　　①市民の豊かな住生活の確保・向上を図るため、計画的な住宅機能の増強に努めます。

　⑵　住宅ストックの充実
　　①地震による建築物の倒壊などからの市民の生命、身体および財産を保護するために木造住宅の耐震診
　　　断を行なうことにより住宅の耐震化を支援します。

　主要施策４－２－２　　水道水の安定供給体制の充実

　⑴　安定供給体制の充実
　　①災害などの緊急時については、関連機関の連携強化と危機管理マニュアルによる迅速な対応に努めます。
　　②施設の効率的な運用を図るとともに、事務事業全般の効率化を進めることにより、経営の安定化と安
　　　心・安全な浄水の供給に努めます。

　⑵　水道施設の整備
　　①安全な水道水を安定供給するため、施設の更新時期に合わせて計画的に基幹施設と管路網の耐震化を
　　　図ります。

　主要施策４－２－３　　下水道施設の整備・普及の促進

　⑴　下水道事業の早期完成
　　①下水道施設の早期完成に努めます。

　⑵　水洗化の意識高揚に係る啓発活動
　　①水洗化に対する説明会・広報誌・チラシ・ホームページなどでの啓発活動を推進します。

　⑶　水洗化などへの支援
　　①下水道処理区域については、事業の経営安定のためには、水洗化率の向上に努める必要があることか
　　　ら平成２４年度までの水洗化に伴う利子補給制度など、更なる助成について検討を図ります。
　　②下水道処理区域外については、合併浄化槽の設置に伴う資金を助成します。
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　主要施策４－２－４　　克雪対策の充実

　⑴　総合的な雪対策の調整
　　①住環境・道路・交通などの総合的な調整を図ります。
　　②雪の持つ潜在的な資源を日常生活や産業活動で活用できないか模索し、利雪・親雪についての有効な
　　　方策を検討します。

　⑵　冬季間の交通の確保
　　　→「個別目標６－１　行動しやすい道路環境の整備」

　⑶　消融雪溝などの整備促進
　　　→「個別目標６－１　行動しやすい道路環境の整備」

4　みんなの役割

　　市　民　　　・市営住宅の入居者は、改修事業に協力する。
　　　　　　　　・住宅の所有者は、積極的に耐震診断を申し込む。
　　　　　　　　・合併浄化槽の積極的な導入と環境意識の高揚による下水道への接続（加入）
　　　　　　　　・ルールに即した除雪
　　事業者　　　・適正な給・排水設備工事の実施による事業運営
　　　市　　　　・市営住宅の計画的な改修工事の促進
　　　　　　　　・耐震診断事業の広報活動の展開
　　　　　　　　・安全安心な飲料水の提供
　　　　　　　　・市街化区域拡大に伴う上・下水道事業の計画的な整備の推進および上・下水道施設の適正な保守管理
　　　　　　　　・総合的な雪対策の検討

5　施策の展開によって期待できる効果

　⑴　定住人口に増加
　⑵　安心と安定した水道水の供給
　⑶　下水道の普及による環境保全
　⑷　冬季間の快適な生活
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1　現状と課題

　⑴　大気汚染、水質汚濁、土壌環境、騒音・振動などの公害が発生しているため、市民に対する公害発生
　　防止の意識啓発と公害発生者への適切な指導が求められています。

　⑵　平賀・碇ヶ関地域は弘前地区環境整備事務組合、尾上地域は黒石地区清掃施設組合に加入して、それ
　　ぞれの処理施設でごみ処理を行っています。

　⑶　ごみ収集カレンダーやごみ分別ガイドブックなどでごみの出し方を周知していますが、ルールを守ら
　　ない出し方や、空き缶やたばこのポイ捨て、さらには不法投棄が市内のさまざまな場所で見られ、ごみ
　　問題に対する意識啓発を図る必要があります。

　⑷　資源ごみの再資源化を推進するため、分別指導員の配置および資源ごみ収集ステーションを設置する
　　など、再資源化に対する理解を深めるための周知徹底を図る必要があります。

　⑸　エネルギーや資源の大量生産・大量消費・大量廃棄を前提とした社会構造から資源循環・低炭素型社
　　会への転換に向けて、市民一人ひとりが環境に対する正しい理解と知識を持ち、適切に実践していくラ
　　イフスタイルが求められています。

2　基本方針

　⑴　公害防止対策の充実
　　　公害の防止や生活環境の保全に関して必要な事項を定めた環境保全条例に基づき、快適な生活環境の
　　確保に努めます。

　⑵　ごみの適正処理
　　　不法投棄の防止対策やごみの出し方に関する効果的な啓発を図ることで、ごみの適正処理に努めます。

　⑶　ごみ減量化・再資源化の推進
　　　持続可能な  循環型社会の構築を目指し、市民や事業者、関係団体が一体となり、環境に配慮した行
　　が求められています。

　個別目標４－３　ぬくもりを感じる環境対策の充実
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　⑷　環境への負担軽減
　　　市民一人ひとりが環境に対する正しい理解と知識を持ち、省エネルギーを意識した行動を実践してい
　　くライフスタイルを促進します。また、太陽光発電などの新エネルギーに関する情報提供を図ります。
　　さらに、環境への負担低減を目的として、低炭素な公共交通機関の利用を促進します。

資料：市民課

資料：市民課
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3　主要施策の体系と方向

　主要施策４－３－１　　公害防止対策の充実

　⑴　公害防止意識の高揚
　　①大気汚染の防止に対する意識啓発、ごみなどの屋外焼却行為防止のための周知徹底、悪臭発生の原因
　　　究明と解決に向けた協力を呼び掛け、公害発生防止を図ります。
　　②工場などからの排水や生活排水による水質汚濁の防止、土壌汚染の防止対策を推進します。
　　③騒音・振動の発生抑止対策を推進します。

　⑵　公害発生者に対する指導
　　①公害発生者に対する適切な指導に努めるとともに、関係機関との連携を密にしながら、円滑な解決を
　　　図ります。

　主要施策４－３－２　　ごみの適正処理

　⑴　不法投棄監視体制の強化
　　①関係機関と連携強化により、不法投棄監視体制を強化し、未然防止や早期発見・解決を図ります。

　⑵　不法投棄防止の啓発
　　①市民・事業者に対し、不法投棄防止の意識の啓発をし、所有地の自己管理や不法投棄発見時の市への
　　　通報など、不法投棄防止への協力体制の充実を図ります。

　⑶　ごみの適正処理の啓発
　　①市民、事業者に対し、ごみの適正処理の意識の啓発を図ります。

資料：市民課



ごみの不法投棄 太陽光パネル（平賀西中学校）

1

－ 77 －

第２章　後期基本計画

基
本
目
標
４

　主要施策４－３－３　　ごみの減量化・再資源化の推進

　⑴　ごみの減量化・再生資源化の啓発
　　①市民・事業所に対し、ごみの減量化・再資源化の意識啓発をし、ごみの排出抑制とリサイクルを推進
　　　します。

　⑵　ごみの有料化
　　①粗大ごみの処理費を公平に負担するため、有料化に向けた調査を行い再資源化を推進します。

　⑶　集団回収の推進
　　①団体への集団回収の啓発や回収に対する助成により、集団回収を推進します。

　⑷　３R 運動の推進
　　①  ３R 運動の広報・啓発活動を展開し、市民・事業所へ実践を働きかけます。

　主要施策４－３－４　　環境への負荷軽減

　⑴　新エネルギーなどの導入の推進
　　①新エネルギーを推進するために、市が率先して新エネルギーに取り組み、情報提供を図ります。

　⑵　省エネルギー対策の推進
　　①自家用車の利用の抑制やエコカーの購入を推進します。
　　②公共交通機関などの利用を促進します。
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4　みんなの役割

　　市　民　　　・公害発生防止の意識の向上
　　　　　　　　・不法投棄防止の意識の向上
　　　　　　　　・３R 運動の実践
　　　　　　　　・省エネルギーへの協力
　　　　　　　　・公共交通機関の利用
　　事業者　　　・公害発生防止の意識の向上
　　　　　　　　・不法投棄防止の意識の向上
　　　　　　　　・３R 運動の実践
　　　　　　　　・省エネルギーへの協力
　　　　　　　　・新エネルギーの導入
　　　市　　　　・公害発生防止の意識の啓発・指導の充実
　　　　　　　　・不法投棄防止対策の充実などによるごみの適正処理の推進
　　　　　　　　・３R 運動の推進などによるごみの減量化・再資源化の推進
　　　　　　　　・省エネルギー推進意識の啓発
　　　　　　　　・新エネルギーの導入

5　施策の展開によって期待できる効果

　⑴　静かで清潔な生活環境
　⑵　地球規模での環境保全
　⑶　循環型社会の構築

市内一斉大清掃風景

新エネルギー出前講座（松崎小学校）
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1　現状と課題
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　⑴　災害の未然防止と被害を最小限に止めるためには、平常時から、住民自らの災害に対する備えが不可
　　欠です。また、地域において発災時の初動を担う自主防災組織の結成が課題とされていることから、防
　　災知識の普及啓発や地域コミュニティの活性化が必要とされています。

　⑵　災害に応じた的確な対応が求められていることから、マニュアルの作成や情報伝達網の構築による迅
　　速で正確な危機管理体制の確立が必要とされています。

　⑶　 常備消防は、平賀・尾上地域を市消防本部が、碇ヶ関地域を弘前地区消防事務組合が管轄区域として
　　いますが、消防力の強化のため、常備消防の広域化が推進されています。  非常備消防としての消防団
　　は各種訓練を通じて技術の向上を図っていますが、団員の減少と高齢化が深刻化してきており、消防力
　　の低下が懸念されています。また、円滑な初期消火や緊急時の避難・救援を行う自主的な防災組織づく
　　りが必要とされています。

　⑷　急病や高齢者の搬送が増加していることから、救急救助体制の充実が求められています。

　⑸　山菜採りによる山岳遭難が多く発生しており、遭難防止の啓発に努める必要があります。

　⑹　市の約７割が山林である本市にとって、山間地での大雨は土砂崩れや地すべりの発生により人家や道
　　路などへの被害が懸念されています。そのため、地域住民への危険箇所の周知や関係機関と連携を図り
　　ながら災害を未然に防ぐ対策が求められています。

　個別目標４－４　つよさを感じる防災対策の充実
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2　基本方針

　⑴　防災体制の充実
　　　市民の生命、身体および財産を災害から保護し、被害を軽減して郷土の保全と住民福祉の確保を期す
　　るため、防災および災害対策に関し迅速で正確な危機管理体制を確立するとともに、関係機関と連携し
　　総合的かつ計画的な対策の整備推進に努めます。また、家庭・地域・市が一体となった自主防災組織づ
　　くりを推進し、地域防災力の強化を図ります。

　⑵　消防・救急体制の充実
　　　消防体制については、市民の生命、身体および財産を守るため、災害の防備を優先に考えた消防体制
　　の強化を図り、あらゆる災害に迅速に対処できる消防施設などの整備に努めるとともに、消防団の活性
　　化を図ります。また、家庭・地域・事業者・市が一体となった火災予防体制づくりを進め、地域消防力
　　の強化を図ります。
　　　救急体制については、救急救助体制の充実を図るため、より高度で適切な処置が受けられるよう
　　救急救命士の研修などの充実を図ります。
　　　山岳遭難の防止のため、入山者に対して入山心得の遵守の徹底を図るとともに遭難捜索活動の際は関
　　係機関と連携を図り早期発見に努めます。

　⑶　自然災害対策の充実
　　　土砂災害や地すべりなどを防止するため、環境や自然景観に配慮しながら、国・県と連携を図り治山・
　　治水対策などを促進します。また、危険箇所については、わかりやすい防災マップなどにより地域住民
　　に周知します。
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3　主要施策の体系と方向

　主要施策４－４－１　　防災体制の充実

　⑴　防災体制の整備
　　①地域の連携を強化することにより、災害時に地域は自分たちの力で守るという意識のもと、自主防災
　　　組織の育成を推進し地域防災力の向上と地域コミュニティの活性化を図ります。
　　②災害に応じた市民向け災害対策マニュアルを作成し、緊急時や災害時に備えた体制の充実を図ります。
　　③指定避難場所（施設）に看板を設置し、災害時の避難場所（施設）であることを明確にします。

　⑵　防災施設などの整備
　　①気象・災害時の情報および避難勧告などを一斉に周知するため防災行政無線を整備します。
　　②災害時などに必要な資機材・救援物資（非常食・避難物資など）を整備するとともに、大規模災害に
　　　備え、関係機関と連携し、防災備蓄や防災施設の整備を図ります。

　⑶　防災意識の向上
　　①市民参加型の防災訓練の実施、市民 ･ 地域への防災情報の提供や啓発活動に努め、地域でともに安心・
　　　安全な暮らしを守るという防災意識の向上を図ります。

　主要施策４－４－２　　消防・救急体制の充実

　⑴　火災予防の推進
　　①一般家庭の防火訪問を実施し、火災予防を促すとともに住宅用火災警報器の設置促進を図ります。
　　②社会福祉施設に対して、改正基準への早期適正に係わる指導を実施して、防火管理体制の強化を図り
　　　ます。
　　③事業所の立入検査を実施し、消防用設備などが技術上の基準に従って設置され、または、維持される
　　　ように指導し、防火管理の強化を図ります。

　⑵　救急救助体制の充実
　　①救急救命士の研修などの充実を図り、高度な救急業務に対応します。
　　②救命率の向上のため、市民が積極的に応急手当を実施できるよう普及を図るとともに、ＡＥＤの設置
　　　を促進します。

　⑶　消防力の強化
　　①常備消防の広域化を推進し、消防力の強化を図ります。
　　②地域や事業者を通じて減少傾向にある消防団員の確保に努めます。
　　③消防団員に対する訓練や研修の実施により、知識・技術の向上を図ります。

　⑷　消防施設などの整備
　　①耐震性防火水槽を設置し、災害時の対応強化を図ります。
　　②常備消防および非常備消防の施設・車両などを計画的に更新・整備します。
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　⑸　山岳遭難の防止
　　①山岳遭難防止のため、入山心得の遵守の徹底を図るとともに捜索の際は関係機関などと連携を図り、
　　　捜索体制の強化を図ります。

　主要施策４－４－３　　自然災害対策の充実

　(1)　治山・治水事業の推進
　　①地すべりやがけ崩れなどを防止するため、県など関係機関との連携を図りながら進めます。
　　②森林が有する保水機能や土砂流出防止機能などを高めるための治山・治水事業を国・県と連携して進
　　　めます。
　　③防災マップを作成し、地域住民に危険箇所、避難場所までの経路を周知します。

4　みんなの役割
　

　　市　民　　　・家庭用防災備蓄の準備
　　　　　　　　・地域一体となった自主防災組織づくり
　　　　　　　　・防災訓練への参加
　　　　　　　　・応急手当講習会への参加
　　　　　　　　・消防団への入団・消防活動への協力
　　　　　　　　・土地の提供・防火水槽などへの理解
　　　　　　　　・入山心得の遵守
　　事業者　　　・社内防災訓練の実施
　　　　　　　　・社内における応急手当に関する講習会の開催
　　　　　　　　・防火管理の徹底
　　　市　　　　・防災対策に関する情報提供
　　　　　　　　・自主防災組織の育成
　　　　　　　　・防災施設の整備
　　　　　　　　・危険箇所の把握と周知
　　　　　　　　・危険管理体制の確立



救急車 放水訓練

救命講習会
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5　施策の展開によって期待できる効果

　⑴　災害時の被害未然防止と被害軽減
　⑵　市民と市が一体となった防災体制の確立 
　⑶　情報途絶による不安解消
　⑷　救命率の向上
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1　現状と課題
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　⑴　市民の日常生活での行動範囲の広域化や産業・経済活動の２４時間化などのライフスタイルの多様化
　　に伴って、自動車保有台数や運転免許保有者数が増加していることから、今後の交通事故の増加が懸念
　　され、特に交通弱者と言われる子供や高齢者を交通事故から守る必要があります。
　　　また、近年、高齢者の交通死亡事故が深刻化し、これらに歯止めをかける必要があります。

　⑵　地域での連帯意識の希薄化が進み、地域社会での犯罪抑止力も低下し、自転車の盗難や空き巣、万引
　　きなどに加え振り込め詐欺やインターネットを使った犯罪が増加しているため、家庭、地域、関係機関
　　が一体となって防犯体制の確立を図り、安心して暮らせるまちづくりを進める必要があります。

　個別目標４－５　おだやかさを感じる安全の確保
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2　基本方針

　⑴　交通安全対策の充実
　　　交通事故から市民を守るため、市民一人ひとりが「事故に遭わない・起こさない」という交通安全意
　　識の普及・啓発活動を推進し、交通マナーと交通安全モラルの向上を促すとともに、交通指導の強化や
　　交通安全施設の整備に努め、交通安全環境の向上を図ります。

　⑵　防犯活動の充実
　　　犯罪・消費者トラブル・青少年犯罪などの未然防止を図るため、防犯情報の提供や、関係機関・団体
　　や地域との連携による防犯活動の充実を図ります。また、市民生活の安全を守るため防犯施設の整備に
　　努めます。

3　主要施策の体系と方向

　主要施策４－５－１　　交通安全対策の充実

　⑴　交通安全教育の強化
　　①交通安全モラルの向上を図るため、各世代に応じた交通安全教育を強化します。

　⑵　交通安全活動の充実
　　①交通安全協力団体の育成と活動の充実を支援します。
　　②交通安全協力団体や警察などと協力し、交通安全運動を推進します。

　⑶　交通安全施設の充実
　　①通学路を中心に、歩道、ガードレール、カーブミラーなどの整備を進めるとともに、横断歩道や信号
　　　機などの設置を促進します。

　主要施策４－５－２　　防犯活動の充実

　⑴　犯罪の未然防止
　　①犯罪の未然防止や防犯意識の向上を図るため、関係機関および防犯協力団体と連携し各世代に応じた
　　　防犯教育を強化します。

　⑵　防犯活動の充実
　　①防犯協力団体の育成と活動の充実を支援します。
　　②防犯協力団体や警察などと協力し、地域安全運動を推進します。

　⑶　防犯施設の整備
　　①犯罪の防止と夜間の歩行者などの安全を守るため、計画的な防犯灯の設置を促進し、安全で明るい環
　　　境づくりを推進します。
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交通安全街頭指導
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4　みんなの役割
　

　　市　民　　　・交通安全意識の向上
　　　　　　　　・交通ルールの徹底と交通マナーの実践
　　　　　　　　・地域住民による自主的な防犯活動の促進
　　事業者　　　・安全運転管理者制度の充実
　　　　　　　　・従業員に対する交通安全教育の実施、管理の徹底
　　　　　　　　・社内における防犯対策の推進と地域活動への参加
　　　市　　　　・市民の交通安全意識の普及・啓発活動
　　　　　　　　・道路交通環境の整備促進
　　　　　　　　・市民の防犯意識の啓発活動
　　　　　　　　・犯罪の防止に配慮した環境づくり

5　施策の展開によって期待できる効果

　⑴　交通事故発生件数の抑制と死傷者数の減少
　⑵　犯罪被害の未然防止



災害時における協定

【応急対策業務の協力に関する協定書調印式：平川市建設協会】

【レンタル機材の提供に関する協定書調印式：青森県建設機械リース業協会弘前支部】
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第５節　　　　　　うるおいと活力に満ちた産業のまちづくり　　

　　　　　　　　　( 産業・経済 )

基本目標５



1

うるおいと活力に満ちた産業のまちづくり

　個別目標５－１　魅力に満ちた農林業の振興

基本目標５

－ 90 －

第２章　後期基本計画

基
本
目
標
５

1　現状と課題

　⑴　稲作、リンゴを基幹としつつ、地域の特性を生かした野菜、果樹、花卉、畜産業が行われています。

　⑵　食の安全に対する関心が高まっていることから、農薬の使用制限など人と環境に優しい農業が求めら
　　れています。また、地域で取れた安全な食材を地域で消費する地産地消の推進やバランスのとれた日本
　　型食生活の推進などが求められています。

　⑶　近年、当市の  農業産出額が減少傾向にあるため、収益性の高い農産物への転換や高付加価値化など
　　への取り組みが求められています。一方、新鮮かつ安心な（生産者の顔が見える）食材を求める消費者
　　動向を反映し、農産物直売所の売り上げが順調に推移しています。農業所得の増大を図るためには、生
　　産・加工・販売の一体化をさらに推進することが求められています。果実以外の農業産出額が減少傾向
　　にあるため、平川市でしか作れない収益性の高い農産物ブランドの確立が求められています。それと同
　　時に、農業施設の老朽化に伴う適正な規模での統廃合や更新などによる生産性の向上が必要となってい
　　ます。
　　　
　⑷　全体農家の約８割が兼業農家であるとともに、その担い手の約５割が６５歳を超えています。その背
　　景には、農産物の価格低迷による所得の減少や高齢化・後継者不足による経営規模の縮小が考えられま
　　す。その結果、離農や耕作放棄地などいわゆる遊休農地が増える傾向にあります。

　⑸　農業者の高齢化や担い手不足により、農地や水路などの適正な維持管理が難しくなっており、農業用
　　水路の安定的な確保や大雨時の洪水被害を防ぐための早急な対応が困難になっています。

　⑹　農業機械の大型化に対応した農地の区画や道路が十分ではないため、効率的な作業が難しくなってい
　　ます。また、農道の未舗装による農産物を輸送する際の荷痛みが発生していることから、農業生産基盤
　　の充実が求められています。
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　⑺　本市の約７割を占める山林は、そのほとんどが国有林となっています。森林は木材生産の場だけでな
　　く、災害防止や水資源のかん養および保健休養の場など、市民生活に多様な役割を持っており、将来に
　　わたって育てていくことが求められています。

　⑻　健全な森林の維持造成に努めるほか、計画的に林道などの基盤整備を進め、緑豊かな生活環境整備の
　　推進が求められています。

　⑼　農山林におけるやすらぎや癒しの機能、農作業などの体験を通じた教育的効果などの多面的機能が注
　　目され、グリーン・ツーリズムや観光農園などの幅広い情報提供が求められています。

　⑽　グリーン・ツーリズムに対する農家の関心度が低く、受入農家が不足していることから、グリーン・
　　ツーリズムへの理解を深めることが求められています。



１
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2　基本方針

　⑴　農業生産・流通・販売体制の整備
　　　基幹産業である農業の活性化のため、それぞれの地域に適した生産・流通・販売体制の確立を図ると
　　ともに人と環境に優しい農業の振興を図ります。また、消費者ニーズを的確に捉えた農林畜産物の高付
　　加価値化を図るため、地域特産品としてのブランド化を推進するとともに、生産・加工・販売の一体化
　　や地域資源を活用して新たな産業を創出するといった６次産業化を推進します。
　　そのため、その基盤を支える施設の整備・充実を図ります。

　⑵　担い手の育成
　　　認定農業者を中心とした担い手と新規就農者の育成に努めるとともに、各種団体などの育成強化を図
　　ります。また、各種研修による生産技術の向上や農業者間の連携を高めるとともに、農地の有効利用と
　　規模拡大を目指す農家に必要な農地情報などの提供に努めます。
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　⑶　農村環境の整備
　　　多様な営農を支えるため、農地に安定的に水を供給できる水利施設の整備と維持管理に努めます。ま
　　た、きれいな水を育み多面的な機能を発揮する水辺の環境づくりを推進します。

　⑷　林業の振興
　　　森林資源の適切な整備と生産基盤の充実に努め、多様な森林・自然ニーズを取り入れた林業経営の活
　　性化を図ります。また、後継者や林業団体などの育成強化に努めるとともに、森林の持つ保健休養機能
　　などの多面的な機能を活用し、総合的な利活用を図ります。

　⑸　都市と農村の交流推進
　　　グリーン・ツーリズムの普及と受入体制の整備・充実を図るとともに、多様な取組主体と連携し農業
　　者と都市住民との交流・ふれあい活動を推進します。また、収穫体験ができる市内観光農園などの情報
　　提供に努めます。

　⑹　地産地消・食育の推進
　　　地元農産物の利用を拡大するため、生産者と学校給食センターなどとのマッチングを促進し、安定し
　　た納入体制の構築を推進します。また、日本型食生活を推進するとともに、食の安全を確保するための
　　食育を推進します。

3　主要施策の体系と方向

　主要施策５－１－１　　農業生産・流通・販売体制の整備

　⑴　環境保全型農業の推進
　　①環境保全型農業に対する農業従事者の意識を高めます。
　　②稲わらやりんご剪定枝などバイオマスの利用の拡大に向けた取組を推進します。

　⑵　農産物ブランド確立
　　①特色ある農畜産物の生産技術の確立や、加工品開発、効果的な販売促進などにより農産物ブランドの
　　　開発に取り組みます。

　⑶　農業近代化施設の整備
　　①生産者の利便性を考慮し、類似施設の計画的な統廃合により施設の集約化を推進します。
　　②食の安全・安心対策として老朽化施設などを廃止又は改修し、高精度機器を備えた施設を計画的に整
　　　備します。
　　③市場ニーズに対応できる流通体制を確立するための保冷・貯蔵施設の整備を計画的に推進します。
　　④施設の整備にあたり、国などの制度の有効かつ効率的な活用を図ります。

　⑷　６次産業化などの推進
　　①生産・加工・販売の一体化や地域資源を活用して新たな産業を創出する６次産業化を推進します。
　　②戦略的に生産と販売を一体的に強化する取組を支援することとし、新技術、経営、販売、加工などの
　　　ノウハウを持つ多様な外部専門家が連携して指導する体制を整備します。
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　主要施策５－１－２　　担い手の育成

　⑴　農業後継者の育成
　　①複合経営による所得安定対策を推進します。
　　②各種研修による生産技術の向上を図ります。
　　③各種団体への勧誘による仲間づくりの機会を提供します。
　　④制度資金などを活用した経営規模拡大などへの有効活用を図ります。
　　⑤新規学卒者・U・I ターン者の新規就農を推進します。

　⑵　営農団体などの育成強化
　　①営農集団を中心とした農作業の受委託を推進します。
　　②零細農家などの農業機械のリース制度を確立します。

　⑶　生産組織団体などの育成強化
　　①集落営農の法人化や６次産業化、地域農業・農地の維持などの取組みを推進するなど自立した生産組
　　　織の育成を図ります。

　⑷　農地流動化などによる経営規模の拡大
　　①経営規模拡大農家や新規就農者への農地情報提供や斡旋を図ります。
　　②農作業標準賃金や農地の賃借料情報などの情報提供に努めます。
　　③耕作放棄地の解消に努め、農地の有効利用を推進します。

　主要施策５－１－３　　農村環境の整備

　⑴　水利施設の整備と維持管理
　　①排水不良を解消し、水路などを適正に維持管理することにより農業用水を安定的に供給し、多様な農
　　　産物の生産を支援します。

　⑵　水路の保全と多面的機能の増進
　　①水路の保全と多様な生態系を再生し、自然の水質浄化機能を回復します。
　　②生活用水や防火用水、消融雪用水など、農業用水が持つ多面的機能を増進します。

　⑶　生産基盤の整備
　　①農地の区画や導水路の整備を行い、農作業の効率化・省力化による低コスト生産を進めます。

　⑷　農道の整備
　　①農地と集出荷施設などを連絡する農道網を整備して、農産物輸送の効率化と地域住民の利便性の向上
　　　を図ります。
　　②農道の舗装により、農産物の輸送時の荷痛みを防止し、品質を保持します。
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　⑸　農村環境の整備
　　①暮らしに密着した集落内の道路や水路、飲雑用水施設などを総合的に整備し、定住条件の向上を図り
　　　ます。
　　②地域住民の憩いと交流の場となる農村公園やコミュニティ施設などを整備し、豊かで活力ある地域づ
　　　くりを推進します。

　⑹　農村景観の保全・再生
　　①農村が持つ豊かな自然や景観、伝統文化などを保全・再生して、魅力ある田園空間を創出するととも
　　　に観光資源として活用します。

　主要施策５－１－４　　林業の振興

　⑴　林業生産活動の推進
　　①森林の持つ多面的機能の発揮のための森林施業を推進します。
　　②適切な施業を推進するために、森林組合などとの連携を図ります。
　　③林業への理解を深めてもらうため、広報・啓発活動を展開します。

　⑵　林業経営組織の活性化
　　①再生産可能な資源である木材の様々な分野での積極的な利用を推進します。
　　②木材需要者のニーズに対応した安定供給体制の確立を図ります。
　　③間伐材の有効利用のための関係機関との連携を図ります。

　⑶　林業労働力の確保
　　①林業就業に必要な技能・技術の向上を図ります。

　主要施策５－１－５　　都市と農村の交流推進

　⑴　都市と農村の交流推進
　　①グリーン・ツーリズムの普及と受入体制の整備・充実を図ります。
　　②多様な取組主体と連携し、農業者と都市住民との交流・ふれあい活動を推進します。
　　③収穫体験ができる市内観光農園の情報提供に努めます。

　主要施策５－１－６　　地産地消・食育の推進
　
　⑴　地産地消・食育の推進
　　①地元産農産物の購買宣伝活動と販路拡大に努めます。
　　②地元農産物の利用を拡大するため、生産者と学校給食センターなどとのマッチングを促進し、安定し
　　　た納入体制の構築を推進します。
　　③日本型食生活を推進するとともに、食の安全を確保するための食育を推進します。
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4　みんなの役割

　
　　市　民　　　・各種講習会・イベントへの参加と既存施設（産直センターなど）の有効利用
　　　　　　　　・わら焼きの防止
　　　　　　　　・農業用施設の保全と維持管理
　　　　　　　　・平川市産農産物の購買（地産地消）
　　　　　　　　・森林や木材とふれあう仲間づくり
　　事業者　　　・農業者を対象とした研修会や講習会の開催と農閑期の安定雇用
　　　　　　　　・間伐材を利用した施設整備
　　　市　　　　・環境保全型農業の啓発と施設整備支援
　　　　　　　　・担い手農家の育成
　　　　　　　　・耕作放棄地解消と農地の有効利用の啓発
　　　　　　　　・農村環境整備
　　　　　　　　・森林施業の推進
　　　　　　　　・地産地消と食育の推進

5　施策の展開によって期待できる効果

　⑴　農業生産所得の向上
　⑵　農業生産性の向上
　⑶　都市との交流を通じた農業生産、流通の拡大
　⑷　優良な森林の造成と森林の多面的機能の増進



１ ２
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1　現状と課題

　⑴　若年層の市外・県外就職は地域の活力低下につながるとともに、少子化に影響力が大きいことから企
　　業誘致などによる雇用の創出と効果的な求職情報の提供を図る必要があります。

　⑵　求職者が求める職業と事業者が求めている知識や技能を持った人材との求人と求職のずれが生じてい
　　るため、事業者が求める人材育成と若年層の求職ニーズの的確な把握が求められています。

　⑶　高齢者や障害者の就労に対して、雇用の条件が厳しいため、能力や体力などの差異に応じて就労でき
　　る環境づくりが求められています。

　⑷　女性については、結婚・出産などにより継続的な雇用が難しい状況になっています。特に一度退職す
　　ると再就職が困難な状況になっているため、事業者などに対しての啓発が必要になっています。

　⑸　事業者は有期契約労働者を労働力として多く活用していますが、市民の生活安定のためには、有期契
　　約労働者の正規雇用化が求められています。

2　基本方針

　⑴　若年労働力の確保
　　　若者の地元への就職は、定住促進や出生率の向上など地域の活性化につながるため、魅力ある企業の
　　誘致と既存産業の活性化による雇用の場の確保を図るとともに、地元事業者への就業機会の増加を図り、
　　若者の地元就職を推進します。

　⑵　労働環境の充実
　　　新規学卒者やＵターン者、パートタイマーなどの求人・求職情報の効果的な収集提供を行うとともに、
　　労働条件の改善を働きかけ、安定した労働力の確保を図ります。また、事業者に対し、各種助成、給付
　　制度の活用による中高年齢者や障害者の積極的な採用を働きかけます。

　⑶　女性の就労環境の改善支援
　　　希望職種への就職のための支援や関係機関と連携した再就職の支援に努めます。また、事業者に対し
　　て働く女性の地位向上と福祉増進のため、　男女雇用機会均等法や　育児・介護休業法などの周知徹底
　　を図るとともに、関係機関との連携のもと、各種相談や指導の充実に努めます。

　個別目標５－２　潤いにみちた雇用の充実
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3　主要施策の体系と方向

　主要施策５－２－１　　若年労働力の確保

　⑴　若者の定住促進
　　①若者の定住を進めるため、既存の事業者に対し、各種助成制度の情報提供と、制度活用による雇用の
　　　安定と拡大を働きかけます。
　　②企業誘致の推進を図り、新しい雇用の場の創出を促進します。

　⑵　セミナーなどの実施と情報提供
　　①高校・大学など卒業予定者および既卒後３年以内の若者に対し、関係機関と連携した就職支援セミナー
　　　などを実施するとともに、求人の早期確保により若年層の地元定着を図ります。
　　②インターネットなど新たな情報メディアを活用し、求人情報の速やかな提供に努め、若年層の地元へ
　　　の就職活動を支援します。

　⑶　職業訓練などの受講促進
　　①職業訓練など情報の積極的な収集・提供に努めるとともに、求職者の職業訓練などの受講を促進し、
　　　求職者のスキルアップと早期就職を進めます。

　主要施策５－２－２　　労働環境の充実

　⑴　高齢者・障害者の雇用の啓発
　　①各種助成制度の活用による求職者の採用・労働環境の改善を働きかけます。

　⑵　男女雇用機会均等法の普及・啓発
　　①地元企業などへの啓発により、女性における結婚・出産などにより継続的な雇用がされにくい環境の
　　　改善を図ります。

　⑶　求人情報などの情報提供
　　①インターネットなど新たな情報メディアを活用し、求人情報の速やかな提供に努め、求人者の地元へ
　　　の就職活動を支援します。

　⑷　仕事と家庭の両立支援
　　①各種助成制度、関係機関の情報を収集、求職者・地元企業へ提供し、育児休業、介護休業、子の看護
　　　休暇の取得などの促進を図り、仕事と家庭の両立を支援します。

　⑸　有期契約労働者の正規雇用化の推進
　　①各種助成制度などの情報を収集、地元事業者へ提供するとともに活用を促進し、有期契約労働者の正
　　　規雇用化を推進します。
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　主要施策５－２－３　女性の就労環境の改善支援

　⑴　職業訓練などの促進
　　①女性が能力を職場で生かせるようにするため、職業訓練などの受講を促し、キャリアアップを支援し
　　　ます。

　⑵　男女雇用機会均等法の普及・啓発
　　①出産・育児・介護休暇の取りやすい職場環境づくりを推進します。

　⑶　セミナーの開催情報、各種助成金情報の収集・提供
　　①再就職および就労環境改善のためのセミナーなどの開催情報や各種助成金情報を収集し、情報提供に
　　　よる再就職および雇用体制・就労環境の改善を支援します。

4　みんなの役割

　
　　市　民　　　・ハローワークなどでの積極的な求職活動
　　　　　　　　・各種講演会、セミナーなどへの積極的な参加
　　　　　　　　・職業訓練などの積極的な受講
　　事業者　　　・市民および市への求人情報などの提供
　　　　　　　　・助成制度の活用による高齢者、障害者などの受入の検討
　　　　　　　　・助成制度の活用による労働者の労働環境改善の検討
　　　市　　　　・ホームページなどでの地域事業者の求人情報などの情報提供
　　　　　　　　・関係機関との連携によるセミナーなどの実施
　　　　　　　　・職業訓練などの情報提供と受講の促進
　　　　　　　　・事業者へ各種助成制度の情報提供、雇用支援対策の実施

5　施策の展開によって期待できる効果

　⑴　若年者の地元就職
　⑵　出産後、子育て中の女性の雇用の拡大・充実
　⑶　高齢者、障害者の雇用の拡大・充実
　⑷　雇用環境の改善
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1　現状と課題

　⑴　観光客をもてなし、心あたたまる観光を推進するため、市民や関係団体が主体的に観光に関わり、　
　　相互に連携し一体となって観光振興を進めていくことが求められています。

　⑵　市内の観光（温泉）施設や観光資源を相互に活用し、それぞれの魅力をさらに生かした観光商品の開
　　発が必要です。

　⑶　平川市の知名度やイメージアップの向上を図るため、特産品を使用した物産品づくりが求められてい
　　ます。

　⑷　各地域のイベントを再評価し、平川市全体のイベントの充実を図ることが必要です。

　⑸　東北新幹線新青森駅開業などに伴い、県外からの長期滞在型の観光客の増加が見込まれ、市町村の枠
　　を超えた広域連携や観光商品開発が必要となります。

■観光レクリエーション客入込数

2　基本方針

　⑴　観光客受け入れ体制の整備
　　　観光客に対し、“ あたたかくもてなす心 ” を育み、自らも交流の喜びを見いだせるようなもてなしが
　　できるよう、市民、関係団体、市が一体となった受け入れ態勢の整備に努めます。

　⑵　地域の特色を生かした観光商品の開発
　　　豊かな自然・歴史・文化・温泉・食を生かした観光資源による着地型観光を推進し、県内外から観光
　　客の誘致を図ります。また、冬季の観光資源を発掘し、閑散期の誘客促進を図ります。

　

　個別目標５－３　賑わいに満ちた観光の振興
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　⑶　物産の開発・販売促進
　　　農林業、観光業、商工業などとの連携により特産品開発や商品化の育成を行い、物産品づくりを図り
　　ます。また、情報技術を生かしてそれら商品の情報発信や販路拡大を支援します。

　⑷　観光イベントの推進
　　　年間の観光イベントを見直し、地域の活性化と誘客の増加に繋がるよう改善に努めます。また、平川
　　市を象徴する新規イベントの開催についても検討します。

　⑸　広域観光の推進
　　　県外から訪れる観光客に本市および津軽の魅力を堪能していただけるよう、近隣市町村や広域観光事
　　業者と連携し、広域・長期滞在型観光の充実を図ります。

3　主要施策の体系と方向

　主要施策５－３－１　　観光支援組織の育成

　⑴　対話型、体験型の観光メニューの推進
　　①地域を紹介する観光ガイドを育成し、その組織化を進めます。
　　②市民と観光客の触れ合う、体験型観光メニューを開発します。

　⑵　観光関係団体の育成・支援
　　①市民による組織的観光推進のため、観光関係団体を支援します。

　⑶　地域間交流の推進
　　①世代間交流の実施により、地域の能力を次世代に引き継ぎます。
　　②各地域のイベントや観光素材について、全市への紹介を進めます。

　主要施策５－３－２　　地域の特性を生かした観光商品の開発

　⑴　観光情報の発信
　　①観光パンフレットや観光マップを作成し、本市の魅力を宣伝・紹介し、観光客の誘致を図ります。
　　②市ホームページを活用して、リアルタイムな情報を全国的に発信します。

　⑵　観光資源の発掘・活用の推進
　　①生け垣・田園風景の景観や資源を活用した施設の整備を推進します。

　⑶　観光モデルコースの構築
　　①観光（温泉）施設、観光資源を結び付け、つながりを持たせた観光ルートを設定します。

　⑷　冬季観光資源の発掘・活用の推進
　　①冬季誘客につながる観光資源の発掘・活用を推進します。
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　主要施策５－３－３　　物産の開発・販売促進

　⑴　平川（ひらかわ）ブランドの開発支援
　　①農商工連携による、地域資源を有効活用した特産品の研究、開発並びに販売促進を図ります。

　⑵　物産の販売促進
　　①既存の特産品の充実を図り、観光施設での販売ルートを確立するとともに、広域連携による県外にお
　　　ける販売面での向上を図ります。

　⑶　観光果樹園の支援・活用の推進
　　①観光果樹園と連携し、観光ルートの設定と誘客を推進します。

　主要施策５－３－４　　広域観光の推進

　⑴　広域観光圏との連携
　　①利便性のある効果的な交通手段および交通体系の充実を促進します。
　　②周辺市町村の観光拠点やイベントと連携した観光商品の開発を共同で進めます。

　⑵　旅行業者との連携
　　①民間旅行業者や交通機関と連携し、観光資源の商品化を進めます。

　主要施策５－３－５　　観光イベントの推進

　⑴　観光イベントの見直し
　　①従来のイベントを見直し、地域事業と観光イベントの整理・集約を図ります。また、本市を体験でき
　　　る新規イベントの開発を検討・支援します。



ツーデーマーチ 観光りんご園の開園式
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4　みんなの役割

　
　　市　民　　　・地域の魅力の再発見、再認識
　　　　　　　　・観光資源の発掘、活用
　　　　　　　　・地産地消の拡大による地場産品の再認識
　　　　　　　　・増加する交流人口に対するホスピタリティの向上
　　　　　　　　・地域イベントへの積極的参画、自主運営
　　事業者　　　・観光団体による観光ガイドの活用
　　　　　　　　・観光施設間の連携促進
　　　　　　　　・関係機関の連携によるさらなる商品開発、推奨品化
　　　　　　　　・鉄道業者、バス事業者による輸送力の強化
　　　　　　　　・新規イベントの提案、開催
　　　市　　　　・地域の魅力を語るための機会の提供
　　　　　　　　・観光パンフレット、マップの作成、活用
　　　　　　　　・平川市ブランド開発、確立、認知度向上の支援
　　　　　　　　・観光資源の県内外への広報・周知活動
　　　　　　　　・新規イベントの支援

5　施策の展開によって期待できる効果

　⑴　市民の一体感の醸成
　⑵　交流人口の増加
　⑶　知名度の向上
　⑷　経済効果の増加



－ 104 －

第２章　後期基本計画

基
本
目
標
５

1　現状と課題

　⑴　コンビニエンスストアの立地、近隣の大型店舗の利用増大、テレビ、インターネットなどを含む通信
　　販売の台頭、消費ニーズの多様化などにより、市民の購買力が地元商店街から流出しており、空き店舗
　　の増加により商店数は減少傾向で推移しています。

　⑵　商業経営環境は厳しいものがありますが、地域に密着した商業は、日常生活の利便性や地域のコミュ
　　ニティ機能による活性化に欠くことのできないものであり、経営基盤の強化を図るとともに、地域づく
　　りの観点からの商店街づくりを行うことが必要になっています。

　⑶　松崎工業団地・尾上農工団地とも完売していることから、開発可能な土地に企業立地の促進を図って
　　きましたが、さらなる企業誘致・立地が必要になっています。

2　基本方針

　⑴　商店街の活性化・整備
　　　地域づくりの一環としての商店街づくりと商業コミュニティの充実を図るため、各商店街の自発的な
　　意欲・努力と市の支援を一体化して商店街の活性化・整備に努めます。

　⑵　企業の誘致・育成
　　　近年の景気動向から企業誘致は極めて厳しい状況にありますが、市の活性化や若者の定住促進、雇用
　　の確保は極めて重要であり、積極的な企業誘致の推進に努めます。また、新技術・新製品の研究開発、
　　販路開拓を支援します。

　個別目標５－４　活力に満ちた商工業の振興
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　⑶　中小企業の基盤強化
　　　事業者間での情報交換会などの開催、さらには販売戦略セミナーなどの開催により、中小企業の基盤
　　強化を促進するとともに、各種産業間のネットワーク化を図り、バランスのとれた産業振興を図ります。
　　また、特産品開発や新産業への進出を支援します。

3　主要施策の体系と方向

　主要施策５－４－１　　商店街の活性化・整備

　⑴　魅力的な商店街の整備
　　①商工会などと連携し、イベントの開催や空き店舗の利用などへの支援により、地域に根ざした商店街
　　　づくりを推進します。

　⑵　商工業団体の組織強化と事業の推進
　　①商工会、商店街、商工団体などの組織強化と事業の推進を支援します。

　⑶　コミュニティの場としての整備
　　①空き店舗を活用した市民が交流する場所の運営の支援により、商店街への流入を図ります。

　主要施策５－４－２　　企業の誘致・育成

　⑴　企業の立地促進
　　①企業の誘致、立地企業の規模拡大の支援により、若年労働力の流出を抑制します。

　⑵　地域企業イベントへの参加
　　①地元企業について地域の理解度を深めるため、イベントなどへの参加拡充を促進します。

　⑶　起業に関する講習・講演会などの実施
　　①起業・創業する者・団体へ助成や助言など支援制度の情報を提供します。

　主要施策５－４－３　　中小企業の基盤強化

　⑴　情報交換会などの開催
　　①企業の発展を支援するため、新製品開発状況や販路開拓などの事業者間および市との情報交換の機会
　　　を設け、情報の共有化を促進するとともに、企業間連携の強化を図ります。

　⑵　独自な技術や製品などの開発支援
　　①県や各種関係機関・団体と連携を図りながら、企業の技術革新を促すため、第一次産業と連携した特
　　　産品の開発支援や新商品開発、新分野へ進出する企業に対し支援します。
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　⑶　経営基盤の強化支援
　　①新たな販路の拡大や企業経営環境の変化に対応できるよう、販売戦略、経営セミナーなどの開催を支
　　　援します。

　⑷　企業の体質強化
　　①経営体質の強化のため、企業の状況やニーズの把握に努めながら、各種融資制度の充実を図ります。
　

4　みんなの役割

　　市　民　　　・商店街での消費とイベントなどへの積極的な参加
　　　　　　　　・創業に関する講習、講演会などへの積極的な参加
　　　　　　　　・消費者ニーズの提供や意見交換
　　　　　　　　・交流場所への積極的な参加
　　事業者　　　・店先の看板や商品陳列などイメージの改善
　　　　　　　　・郊外大型店との共存と集客イベントの検討
　　　　　　　　・新製品開発や販路開拓などの企業間の連携
　　　　　　　　・ホスピタリティの向上
　　　　　　　　・買い物の利便性の向上
　　　市　　　　・商店街、商工会との連携強化と一体的な推進
　　　　　　　　・立地特性や優遇制度などについて関係機関と連携した立地の促進
　　　　　　　　・独自な技術や製品などの開発支援
　　　　　　　　・空き店舗の利活用の支援
　　　　　　　　・受注機会の拡大の促進

5　施策の展開によって期待できる効果

　⑴　商店街の活性化
　⑵　雇用の拡大・充実
　⑶　就業意欲の高揚
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第６節　　　　　　便利で快適に暮らすまちづくり

　　　　　　　　　( 都市基盤・交通 )

基本目標６



便利で快適に暮らすまちづくり

　個別目標６－１　行動しやすい道路環境の整備

基本目標６
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1　現状と課題

　⑴　広域道路体系は、国道と県道を主体に構成されています。生活に密着した道路は交通量の増大に伴い
　　道路の損傷なども見受けられるため安全の確保が必要です。

　⑵　平賀・碇ヶ関地域は特別豪雪地帯、尾上地域は豪雪地帯に指定されている本市は、積雪による交通障
　　害が市民の日常生活や経済活動に大きな影響を与えています。そのため、雪を克服し、雪国においても
　　豊かなまちづくりの実現を図る必要があります。

 

2　基本方針

　⑴　道路網の整備
　　　地域間相互の連携・交流を図るため、市民の交通利便性の高い道路整備について、安全・安心の視点
　　から、景観や街並みに配慮し、人にやさしい道づくりを目指します。

　⑵　除雪対策の充実
　　　冬季の安全で円滑な交通を確保するため、雪国に適した道路整備や道路の除排雪を徹底するとともに、
　　消融雪溝などの計画的な整備を進めます。
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3　主要施策の体系と方向

　主要施策６－１－１　　道路網の整備

　⑴　国道・県道の整備促進
　　①地域間を結ぶ幹線道路の整備を関係機関に働きかけ、広域的な交通体系の確立を目指します。

　⑵　市道の整備促進
　　①幹線道路とのネットワーク、地域間の連絡、公共施設などへのアクセスなどを考慮して、計画的に整
　　　備を進めます。
　　②道路パトロールを実施し、路面補修などの維持管理を行ないます。
　　③橋などの架け替えや老朽化が著しい橋梁の補修を進め、安全な交通環境の確保に努めます。

　主要施策６－１－２　　除雪対策の充実

　⑴　雪国に適した道路
　　①凍結抑制の機能を持つ道路の推進（交差点など）に努め、安全を確保します。

　⑵　消融雪溝などの整備促進
　　①消融雪溝などの整備を進め、有効的に活用し冬季間の快適な生活環境を確保します。

　⑶　除雪対策の充実強化
　　①パトロールを強化するとともに、地域の除雪状況を的確に把握し、道路の機能を最大限に確保します。
　　②地域間の交通を確保するため、歩道を含め主要路線については早朝除雪を優先的に行うなど、効率的
　　　な除雪を実施します。

　⑷　凍結防止剤の散布
　　①特に凍結がしやすい交差点や急勾配の坂道などに凍結防止剤を散布し、スリップによる事故を未然に
　　　防止します。

4　みんなの役割

　
　　市　民　　　・道路状況の通報（路面の破損など）
　　　　　　　　・消融雪溝などの積極的な活用
　　事業者　　　・道路状況の通報（路面の破損など）
　　　市　　　　・道路の改良整備
　　　　　　　　・消融雪溝などの整備促進
　　　　　　　　・冬季間におけるパトロールの強化



改築事業が決まった不動橋（古懸）
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5　施策の展開によって期待できる効果

　⑴　快適で安全な道路環境
　⑵　雪国に適した道路環境
　⑶　人に優しい道路環境
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1　現状と課題

　⑴　路線バスは、市民の通学・通院などの日常生活と深く関わり、重要な役割を担っています。自家用車
　　の普及により、その利用は低い状況にありますが、子どもや高齢者などの交通手段として効率的で利便
　　性の高い移送サービスの確保が求められています。

　⑵　運行されているバスの利用状況を的確に把握し、利用者の多い時間帯や路線を集中して運行するなど、
　　利用者のニーズに適した効率的な運行が求められています。

　⑶　自動車の保有が高まっていることから、JR 奥羽本線および弘南鉄道（弘南線）の利用者数は減少傾向
　　にあるため、通勤・通学利用者の利便性の向上を図るなど、鉄道の利用促進に向け取り組む必要があり
　　ます。

　⑷　東北新幹線新青森駅が開業したことから、JR 奥羽本線の複線化などの整備を事業者に働きかける必要
　　があります。

　⑸　自動車中心の社会から、環境問題などへ対応できる、自動車と公共交通が共存した社会への転換が求
　　められています。

　個別目標６－２　利用しやすい公共交通体系の整備
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2　基本方針

　⑴　バス路線体系の整備
　　　既存バス路線の運行形態の見直しや、市民、関係団体などの意見を取り入れた新たな路線・運行手法
　　の検討・導入など、効率的で利便性の高い移送サービスの確保に努めます。

　⑵　鉄道の利用促進
　　　JR 奥羽本線および弘南鉄道（弘南線）の利便性の向上を関係機関に働きかけるとともに、東北新幹線
　　新青森駅の開業に伴い、増便や車両増強、また、市内路線バスの運行ルート・ダイヤなどの適正化を事
　　業者に要望していきます。

3　主要施策の体系と方向

　主要施策６－２－１　　バス路線体系の整備

　⑴　バス路線の検討
　　①路線バスについては、市民の生活路線として重要な役割を果たしており、今後も運行確保について、
　　　関係機関に継続的に要望していきます。

　⑵　バス利用の促進
　　①自動車と公共交通が共存した社会への転換を促すため、公共交通を利用しやすい環境整備や市民意識
　　　の啓発を図ります。

　主要施策６－２－２　　鉄道の利用促進

　⑴　ＪＲ奥羽線複線化の要望
　　①東北新幹線新青森駅の開業に対応し、利便性を高めるために、関係市町村とともに事業者に整備を要
　　　望します。

　⑵　弘南鉄道（弘南線）利用の促進
　　①自動車と公共交通が共存した社会への転換を促すため、公共交通を利用しやすい環境整備や市民意識
　　　の啓発を図ります。



弘南鉄道ふれあい感謝祭風景

地域公共交通（弘南鉄道弘南線）
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4　みんなの役割

　
　　市　民　　　・公共交通機関の利用
　　　　　　　　・希望路線・運行時間の要望
　　事業者　　　・利用しやすい路線・運行時間・エリアの見直し（公共交通機関の事業者）
　　　　　　　　・従業員への公共交通機関の利用の促進
　　　　　　　　・利用者の増加策の検討
　　　市　　　　・利用者の増加策の検討
　　　　　　　　・市民にとって利用しやすい路線・運行時間・エリアの見直しと要望

5　施策の展開によって期待できる効果

　⑴　利便性の高い移送サービス
　⑵　公共交通機関の利用者の増加
　⑶　環境への負担軽減
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1　現状と課題

　⑴　平賀地域と尾上地域が弘前広域都市計画区域に指定されています。弘前市および周辺市町村と連携し
　　ながら広域での都市計画区域の整備や開発などの方針に基づいた都市計画事業を行い、魅力あるまちづ
　　くりを進めています。

　⑵　概ね２０年後の将来都市像の実現に向けたまちづくりの基本方針となる「平川市都市計画マスタープ
　　ラン」が平成２２年３月に策定されました。

　⑶　安全で安心して快適な暮らしができる生活環境をつくっていくため、自然環境、交通形態、文化、産業、
　　防災などの幅広い視点からまちづくりを考えた都市計画マスタープランに即し、まちづくりを進める必
　　要があります。

　⑷　当市には美しいまちなみを形成する生け垣や、うるおいのある平川の水辺景観、緑豊かな山々といっ
　　た、恵まれた景観資源が多く見られます。

　⑸　近年、人びとの価値観は、量より質を求めるものへと変化し、生活空間の質の向上という観点から、
　　個性ある美しいまちなみや景観の形成が求められてきています。このため、景観資源を生かす方策を検
　　討し、進める必要があります。

　⑹　美しいまちなみや景観の形成には、市民・事業者・市の協働が重要であり、それぞれが役割を持って
　　個性と魅力あふれる都市景観を守り、つくり、育てていくことが必要です。

2　基本方針

　⑴　計画的な土地利用の誘導
　　　まちづくりの基本方針となる都市計画マスタープランは、社会情勢の変化に対応するよう必要に応じ
　　て見直しを行い、適正な土地利用のための規制と誘導を図るとともに、計画的な都市計画事業を推進す
　　るよう努めます。

　⑵　良好な景観の推進
　　　利便性が高く、安全性に優れ、機能的で景観に配慮した街並みを形成するとともに、快適でうるおい
　　のある良好な住居環境の創出と市街地の活性化に努めます。また、美しい市街地や豊かな自然は、快適
　　な都市の景観形成において不可欠な条件であることから、市民の環境美化意識の啓発を図ることで景観
　　を保持し、美しいまちづくりに努めます。
　
　

　個別目標６－３　美しいまちの創造
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3　主要施策の体系と方向

　主要施策６－３－１　　計画的な土地利用の誘導

　⑴　都市計画基礎調査の実施
　　①都市計画マスタープランの基礎資料とするため、また、都市計画に関する本市の現況および将来の見
　　　通しを立てるために調査を行います。

　⑵　都市計画マスタープランに基づくまちづくりの実施
　　①社会情勢の変化に対応するよう、必要に応じた見直しを行います。
　　②開発許可制度により適正な土地利用の規制と誘導を図ります。
　　③計画的な都市計画事業の推進に努めます。

　主要施策６－３－２　　良好な景観の推進

　⑴　地区計画制度の推進
　　①地区計画により景観に配慮したまちづくりを推進します。

　⑵　生け垣推進事業の推進
　　①生け垣推進事業の啓発を図り、生け垣による街並みの良好な景観づくりに努めます。

　⑶　美しいまちづくりの推進
　　①身近な環境の美化や浄化について、市民意識の高揚を図ります。
　　②地域における清掃活動、道路および河川・水路の環境美化活動の拡充を図り、美しいまちづくりを推
　　　進します。

4　みんなの役割

　
　　市　民　　　・まちづくりへの参画
　　　　　　　　・景観形成への協力
　　事業者　　　・所有地の緑化の推進
　　　　　　　　・周辺環境との調和
　　　　　　　　・まちづくりへの参画
　　　市　　　　・まちづくりの総合的な計画策定と実施
　　　　　　　　・景観形成への支援
　　　　　　　　・都市計画マスタープランに基づき、都市計画事業の推進に努める



生け垣ロード

平賀駅前商店街
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5　施策の展開によって期待できる効果

　⑴　市民や事業者との協働によるまちづくり
　⑵　魅力ある美しい景観形成
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1　現状と課題

　⑴　パソコン、携帯電話によるインターネットなどを活用した情報通信技術の急速な発達により、膨大か
　　つ多種多様な情報が得られるようになりました。

　⑵　事業者との連携・協力により市内のほぼ全域でブロードバンドの利用が可能となりました。
　　情報通信基盤を活用した効果的な情報提供などのため、今後はブロードバンドへのさらなる加入促進が
　　求められます。

　⑶　国などの事業を活用したテレビ共聴施設の整備などにより、一部地域における難視聴世帯の解消に向
　　けた取り組みが求められています。

　⑷　市民のニーズが多様化する中、市民生活の向上や、社会経済活動の活性化のため、情報システムを活
　　用した行政サービスの充実が求められています。

　⑸　情報化が進展する一方で、インターネットを利用した犯罪や、個人情報が流出するなど市民の安全が
　　脅かされています。そのため、地方自治体では適正な情報管理と強固なセキュリティ対策が求められて
　　います。

　(6)　情報化の進展について対応できないお年寄りなども多く見られることから、情報教育の充実や多様な
　　広報媒体の活用など、効果的な支援をしていくことが求められています。

2　基本方針

　⑴　情報通信施設整備の利用促進
　　　情報通信施設の利用を促進することにより、地域産業の活性化と市民生活の向上を図ります。

　⑵　高度情報システムの整備
　　　行政情報の電子化、ネットワーク化による行政事務の効率化や申請手続きの簡素化を図ります。
　　また、教育・福祉・産業などあらゆる行政分野での利活用を検討し、公共サービスの向上に努めます。

　⑶　情報活用能力の向上
　　　学校教育や生涯学習活動を通じて、インターネットを活用した市民の情報活用能力の向上に努めます。

　個別目標６－４　快適な情報通信の整備
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3　主要施策の体系と方向

　主要施策６－４－１　　情報通信施設整備の推進

　⑴　ブロードバンドの利用促進
　　①通信事業者と連携し、コンテンツの充実や多様化により、ブロードバンドの利用促進に努めます。

　⑵　地上デジタル放送の難視聴解消
　　①国や放送事業者への働きかけを行い、地上デジタル放送の難視聴解消に努めます。

　主要施策６－４－２　　高度情報システムの整備

　⑴　電子自治体構築の推進
　　①情報通信技術を活用した情報提供や市民本位の迅速、効率的なサービスの提供を実現するため、行政
　　　の電子化・ネットワーク化を推進します。

　⑵　個人情報保護法の推進
　　①市が収集・保有する個人情報についてセキュリティ対策に万全を期し、適正な管理・保護に努めます。
　　②自己情報の開示、訂正などの請求に適切に対応します。

　主要施策６－４－３　　情報活用能力の向上

　⑴　情報教育の推進
　　①学校教育や生涯学習において、市民の情報活用能力の向上を図ります。

4　みんなの役割

　　市　民　　　・ブロードバンドの積極的な利用
　　　　　　　　・地上デジタル放送の難視聴解消に向けた要望
　　事業者　　　・利用しやすいサービスの提供
　　　　　　　　・地上デジタル放送の難視聴解消に向けた要望
　　　市　　　　・市民の要望の集約
　　　　　　　　・国、事業者への要望
　　　　　　　　・行政サービスの迅速化
　　　　　　　　・市民の情報活用能力の向上
　　　　　　　　・個人情報の適切な管理・保護



ＩＴサポートセンターによるパソコン講習会
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5　施策の展開によって期待できる効果

　⑴　情報格差の解消
　⑵　行政サービスの利便性の向上
　⑶　地域経済の振興
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Ｈ 23.4.1 現在
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第３章　重点プロジェクト

Ⅰ　目　　的

Ⅱ　名　　称

Ⅲ　構成と期間

Ⅳ　プロジェクトの推進にあたって

Ⅴ　プロジェクトの概要



ひらかわ新生プロジェクト
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重点プロジェクト
　市民の希望（基本理念）に基づく理想のまち（将来像）を実現するうえで、特に重点的、戦略的に取り組
むテーマで、それぞれの分野別計画の主要施策に総合的に波及効果のある事業を位置付けます。

Ⅰ　目　　的
　　市民ニーズの多様化や少子高齢化、さらには安心安全・健康など山積する課題に積極的に取り組む必要
　があります。
　　このような背景を踏まえ、市民の希望（基本理念）である「ひと」・「地域」・「産業」が “ きらめくまち ”
　を目指すための重点プロジェクトを設定し、各種施策と有機的に連携しながら、効率的な事業の推進を図
　るために設定します。

Ⅱ　名　　称
　　本プロジェクトの総称は「ひらかわ新生プロジェクト」とします。

Ⅲ　構成と期間
　　本プロジェクトは、市民の希望（基本理念）に基づき「定住促進プロジェクト」、「少子化対策プロジェ
　クト」、「地域活性化プロジェクト」、「農業所得向上プロジェクト」、「観光強化推進プロジェクト」の５つ
　のプロジェクトにより構成され、それらの期間は前期基本計画と同様とします。

Ⅳ　プロジェクトの推進にあたって
　　プロジェクトの推進にあたっては、市民との協働、関係部署間の連携が重要であるため横断的な組織で
　取り組むことが必要です。そのため、柔軟な体制づくりを進めます。

Ⅴ　プロジェクトの概要



遊休地を利用し定住促進を
目的とした取り組み

（新館住宅団地）
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（１） 定住促進プロジェクト

　若者などのＵⅠ J ターン希望者に対して、田舎での健康的な生活の場、自己実現や社会還元を図る場を提
供することにより、定住の促進に取り組みます

　< 基本方針 >
 
　　(1) 平川市に住んでみたいと思える情報の発信
　　(2) 生活全般に関する相談体制の確立
　　(3) 暮らしに関する環境の整備
　　(4) 仕事に関する環境の整備
　　(5) 住まいに関する環境の整備

　< 関連する主要施策 >
 
　主要施策１－１－１　教育環境の整備
　主要施策１－１－３　青少年教育の推進
　主要施策１－２－１　生涯学習の推進
　主要施策２－１－３　家庭と仕事の両立支援
　主要施策２－２－１　コミュニティ組織の活性化
　主要施策２－３－１　交流機会の充実
　主要施策３－２－１　子育て支援体制の充実
　主要施策３－６－１　地域医療の充実
　主要施策４－２－１　住環境の充実
　主要施策５－１－５　都市と農村の交流推進
　主要施策５－２－１　若年労働力の確保
　主要施策５－３－１　観光支援組織の育成
　主要施策５－３－４　広域観光の推進
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（２） 少子化対策プロジェクト

　少子化の流れを変えるため、結婚や出産をためらわせる要因を緩和し、子育ての喜びや楽しさを感じなが
ら、安心して子どもを生み育てることができる環境づくりを進めます。

 

　< 基本方針 >
 
　　(1) 安心して出産できる環境づくり
　　(2) 安心して育てられる環境づくり
　　(3) 子どもが健やかに育つ環境づくり
　　(4) 子育てと仕事が両立できる環境づくり

　< 関連する主要施策 >
 
　主要施策２－１－３　家庭と仕事の両立支援
　主要施策２－３－１　交流機会の充実
　主要施策３－２－１　子育て支援体制の充実
　主要施策３－６－１　地域医療の充実
　主要施策４－２－１　住環境の充実
　主要施策５－２－１　若年労働力の確保

１歳児健診
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（３） 地域活性化プロジェクト

　市民がつどい、語り、学び、活動し、主体的な地域活動や地域社会共通の課題解決に取り組むことによっ
て地域の活性化を図ります。

 

　< 基本方針 >
 
　　(1) 地域住民の自治意識の高揚
　　(2) 生涯学習やスポーツなどを契機にした交流の推進
　　(3) 行政区の適正規模への再編

　< 関連する主要施策 >
 
　主要施策１－２－１　生涯学習の推進
　主要施策１－３－１　生涯スポーツ・レクリエーションの推進
　主要施策２－２－１　コミュニティ組織の活性化
　主要施策２－２－２　コミュニティ活動の支援
　主要施策２－３－１　交流機会の充実
　主要施策３－１－１　地域福祉の推進
　主要施策５－３－５　観光イベントの推進
　主要施策６－１－１　道路網の整備
　主要施策６－２－２　鉄道の利用促進

毎年盛大に行われて
いる市民運動会
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（４） 農業所得向上プロジェクト

　農林産物の一次産品の生産、流通対策に留まらず、地場産品など二次産品の加工・販売、地域固有の資源
を生かしたソフト化など農林業の総合産業化、高次元化に取り組み、高付加価値による所得向上を図ります。

 

　< 基本方針 >
 
　　(1) 農業経営体の育成
　　(2) 生産基盤整備の推進
　　(3) 農用地利用集積と集約型農業の推進
　　(4) ６次産業も視野に入れた農業経営の確立・提携
　　(5) グリーン・ツーリズムの拡大

　< 関連する主要施策 >
 
　主要施策５－１－１　農業生産・流通・販売体制の整備
　主要施策５－１－２　担い手の育成
　主要施策５－１－３　農村環境の整備
　主要施策５－１－４　林業の振興
　主要施策５－１－５　都市と農村の交流
　主要施策５－１－６　地産地消・食育の推進

学校と連携した
農作業風景
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（５） 観光強化推進プロジェクト

　新しい観光資源の創出や広域観光ルートの形成、もてなしの心を備えた観光ボランティアの活用など、交
流時代における観光産業の振興と一般市民を含めたまちの魅力の発掘を図ります。

 

　< 基本方針 >
 
　　(1) 郷土料理や伝統芸能を生かした生活交流の推進
　　(2) 文化や歴史を周遊して体験できる観光ルートの設定
　　(3) 幅広い観光情報の発信

　< 関連する主要施策 >
 
　主要施策１－３－３　スポーツ施設の充実
　主要施策１－４－２　文化財の保護と活用
　主要施策４－１－３　水辺と公園の充実
　主要施策５－３－１　観光支援組織の育成
　主要施策５－３－２　地域の特性を生かした観光商品の開発
　主要施策５－３－４　広域観光の推進
　主要施策６－１－１　道路網の整備
　主要施策６－２－１　バス路線体系の整備
　主要施策６－２－２　鉄道の利用促進

観光強化を目的とした
「平川ねぷたまつり “ 冬の陣 ”」
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Ⅰ　行政改革の推進

Ⅱ　財政運営の健全化

Ⅲ　広域行政の推進
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　　市民の行政ニーズに的確に対応し、自立的・主体的な市政運営を確立するため、行政改革大綱に基づい

　た組織・定員管理の適正化、事務事業の整理合理化、財政の健全化、公共施設の有効活用など、スリムで

　効率的な行財政運営が求められています。

　　そのため、時代の変化に対応できる機動力のある組織運営や、行政情報化の推進、市職員の政策形成能

　力の向上などにより、市民サービスの充実に努めます。

　　また、厳しい財政状況のもと、市の役割を明確にし、行政サービスに対する負担の軽減を図り、自主財

　源の確保に努めます。さらに、市民の生活圏の広域化に対応するため、国・県・近隣市町村などと連携を

　図ります。

Ⅰ　行政改革の推進
　１．現状と課題　

　　①　高齢化、情報化、国際化の進展および地方分権の推進に対応するため、簡素で効率的な行政運営と

　　　行政サービスの向上を目指し、行財政の基盤整備に取り組むことが求められています。

　　②　これからの行政運営は、少子高齢化による人口減少時代を目前に控え、国・県・地方を通じた厳し

　　　い財政状況の中で、地方公共団体が中心となって住民の負担と選択基づいき個々の地域にふさわしい

　　　公共サービスを提供する分権型社会システムに転換していく必要があります。

　　③　平川市長期総合プランを着実に推進していくためには、これまでの改革の成果にとどまることなく、

　　　さらなる発展と向上を目指して行政改革を推進していく必要があります。

　　④　市町村合併を契機に、行政運営全般にわたって総点検を行い、明確な方針のもとに行政改革を進め

　　　る必要があります。

　２．基本方針

　　①　市民の期待と信頼に応え、なお一層の市民サービスの向上が図られるよう、体制の整備・見直しを

　　　図りながら、最小の経費で最大の効果を上げる行政運営システムの確立を目指します。

　　②　市民・事業者・市の役割分担の明確化や受益と負担の公平性の確保、更には市の職員一人ひとりが

　　　プロ意識に徹した取り組みにより、市民が豊かさとゆとりを実感できるような地域社会の形成を図り

　　　ます。

　　③　今後は、これらの行政改革を進めるにあたり、平成１８年度に５ヵ年計画として策定した行政改革

　　　大綱の取り組むべき主な課題に沿って、行政改革の推進を図ります。
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　　④　主な取組内容

　　　・既存の事務事業の効果や効率性を検証し、廃止・縮小などの再編整理を行います。

　　　・全ての公の施設について、指定管理制度の導入の可能性を含めた検証を行ない、積極的な導入を目

　　　　指します。

　　　・市町村合併により肥大化した行政組織を見直し、住民ニーズへの迅速な対応やスピーディな意思決

　　　　定のできる行政組織の構築を進めます。

　　　・事務事業や行政組織の見直しにより、職員数の削減に取り組みます。

Ⅱ　財政運営の健全化
　１．現状と課題

　　本市では、毎年、中期的な財政運営計画を策定し、将来の財政構造を予測しながら歳入の確保や支出の

　抑制などの舵取りを行っています。しかしながら、歳入の最も大きな比率を占める地方交付税は、国が進

　める歳出・歳入一体改革などにより減少することが予測されます。

　　また、これまで借入した市債の償還額の増が見込まれるなど、自由に使えるお金が少ないといった財政

　を取り巻く環境は非常に厳しさを増しております。

　２．基本方針

　　財政運営にあたっては、歳入の根幹である市税収入の確保や収益と負担の公平性の確保に努めるととも

　に、行政改革大綱に基づく経常経費の削減、事務事業の見直し、事業の選択と集中による財源配分など市

　政運営の効率化に努めます。

　　また、適宜、歳入を可能な限り正確に把握しながら、事業の実施予定次期、事業の見直しを的確に進め、

　接続可能な財政運営に努めます。

Ⅲ　広域行政の推進
　１．現状と課題

　　①　交通網の発達や情報化の進展などにより、市民の生活圏は広域化しつつあります。

　　　　この生活圏の広域化は、地域社会における新しい行政需要を生み出し、市町村という行政区域を超



１
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　　　え、近隣市町村と連携した広域的な視点から取り組むべき課題が増加しています。

　　②　本市を含めた津軽地域では、　津軽広域連合を組織し、近隣市町村と強い連帯意識のもとに福祉行

　　　政、観光宣伝、人材育成などに積極的に取り組んでいます。

　２．基本方針

　　①　行政需要の広域化に対応して、国・県・近隣市町村・広域連合および一部事務組合、特に津軽広域

　　　連合との協調に配慮しつつ、取り組むべき広域的な課題について協議を進めます。

　　②　本市単独では解決が困難な問題や、ごみ、消防、防災体制、観光、交通問題など広域的な対応が効

　　　果的な課題については、一部事務組合の統廃合など効果的な広域連携を進め、共通課題の解決を図り

　　　ます。
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（１）市民意識調査結果の概要

（２）策定経過

（３）平川市総合計画審議会条例

（４）平川市総合計画審議会委員名簿

（５）平川市総合計画等策定会議規則

（６）平川市総合計画審議会への諮問

（７）平川市総合計画審議会からの答申
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（１）市民意識調査結果の概要

　⑴　調査目的

　　　市では、平川市長期総合プラン後期基本計画の策定にあたり、将来の市政のあり方、市の進むべき方

　　向性を把握するために市民意識調査を実施しました。

　⑵　調査内容と回収状況

　　1) 調査地域　：　平川市全域

　　2) 調査対象　：　平川市在住の１８歳以上８０歳未満の男女２，０００人

　　3) 抽出方法　：　平成２２年１１月１５日現在の住民基本台帳より無作為抽出

　　4) 調査方法　：　郵送により配布・回収

　　5) 調査時期　：　平成２２年１１月２５日～１２月３１日

　　6) 実施主体　：　平川市

　　7) 回収状況　：　標本数　２，０００

　　　　　回収数（回収率）　７４１（37.0%）

　　　　　有効回収数（有効回収率）　７３３（37.0%）

　　　　　有効回収数の内訳　平賀・尾上地域　　　　　　　　 671( 送付数：1,795) 37.4%

　　　　　　　　　　　　　　東部地域（葛川・小国・切明）　 　12( 送付数：　 35) 34.3%

　　　　　　　　　　　　　　碇ヶ関地域　　　　　　　　　　 　50( 送付数：　170) 29.4%

　　8) 施策項目
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　⑶　現在の施策に対する満足度指数

　　　市の４６項目の施策の中で、現在の満足度および不満足度の上位２０項目をそれぞれまとめました。
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　(4)　今後の施策に対する重要度指数
　　　市の４６項目の施策の中で、今後どれが重要かをそれぞれまとめました。



（２）策定経過

◆平成２２年１０月２１日　　平川市総合計画審議会開催（第１回）

　　　　　　　　　　　　　　（案件：市民意識調査の実施について）

◆平成２２年１１月２５日　　平川市民意識調査実施

　　　　　　　　　　　　　　（市民 2,000 人を無作為抽出して実施）

◆平成２３年　２月２５日　　平川市総合計画等策定会議開催（第１回）

　　　　　　　　　　　　　　（案件：後期基本計画策定基本方針について）

◆平成２３年　３月　４日　　平川市総合計画審議会開催（第２回）

　　　　　　　　　　　　　　（案件：後期基本計画策定基本方針について）

◆平成２３年　５月１２日　　平川市総合計画等策定会議開催（第２回）

　　　　　　　　　　　　　　　案件：①部会の設置について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　②後期基本計画策定基本方針について

◆平成２３年　９月　２日　　平川市総合計画等策定会議開催（第３回）

　　　　　　　　　　　　　　（案件：後期基本計画素案の審議）

◆平成２３年　９月２８日　　平川市総合計画審議会開催（第３回）

　　　　　　　　　　　　　　（案件：後期基本計画素案について）

◆平成２３年１１月２８日　　平川市総合計画等策定会議開催（第４回）

　　　　　　　　　　　　　　（案件：後期基本計画素案の審議）

◆平成２４年　１月１３日　　平川市長期総合計画後期基本計画についての諮問

◆平成２４年　２月　７日　　平川市総合計画審議会開催（第４回）

　　　　　　　　　　　　　　（案件：後期基本計画案について）

◆平成２４年　２月２９日　　平川市長期総合計画後期基本計画についての答申

◆平成２４年　３月１９日　　平川市長期総合計画後期基本計画策定
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（ ）

大黒会長より市長へ答申



－ 138 －

付属資料

（３）平川市総合計画審議会条例

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成 18 年 1 月 1 日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 条例第 30 号
　( 趣旨 )
第 1 条　この条例は、地方自治法 ( 昭和 22 年法律第 67 号 ) 第 138 条の 4 第 3 項の規定に基づき、平川市総
合計画審議会 ( 以下「審議会」という。) の設置及び運営に関する事項を定めるものとする。
　( 設置及び職務 )
第 2 条　市長の諮問に応じ、平川市総合計画及び平川市国土利用計画 ( 以下「計画」という。) に関し、必
要な調査及び審議を行うため、審議会を置く。
2　審議会は、計画について必要があると認めるときは、市長に意見を述べることができる。
　( 組織 )
第 3 条　審議会は、委員 20 人以内をもって組織し、委員は、次に掲げる者のうちから市長が任命する。
　(1)　平川市議会の議員
　(2)　関係行政機関の委員
　(3)　知識経験を有する者
　(4)　市内の公共的団体の役員又は職員
　(5)　公募の市民
　( 任期 )
第 4 条　委員の任期は、2 年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。
2　前項の規定にかかわらず、委員は、当該諮問に係る調査及び審議が終了したときは、解任されるものと
　する。
　( 会長及び副会長 )
第 5 条　審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。
2　会長は、審議会を代表し、会務を総理する。
3　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は欠けたときその職務を代理する。
　( 会議 )
第 6 条　審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。
2　審議会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。
3　審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。
　( 庶務 )
第 7 条　審議会の庶務は、主管課において処理する。
　( 委任 )
第 8 条　この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って定める。
　附　則
　この条例は、平成 18 年 1 月 1 日から施行する。
　附　則 ( 平成 21 年 3 月 24 日条例第 4 号 )
　この条例は、公布の日から施行する。
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（４）平川市総合計画審議会委員名簿

H24.2.1　現在
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（５）平川市総合計画等策定会議規則

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成 18 年 1 月 1 日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 規則第 25 号

　( 設置 )
第１条　市の基本的施策に係る総合的な計画 ( 以下「総合計画」という。) 及び国土利用計画法 ( 昭和 49 年
　法律第 92 号 ) 第 4 条に規定する市の区域について定める国土の利用に関する計画 ( 以下「国土利用計画」
　という。) を作成するため、平川市総合計画等策定会議 ( 以下「策定会議」という。) を置く。

　( 所掌事務 )
第２条　策定会議は、次の事務を処理する。
　(1)　総合計画及び国土利用計画 ( 以下「計画」という。) の作成に関すること。
　(2)　前号に掲げるもののほか、計画作成のため、必要と認められる事項の連絡及び調整に関すること。

　( 組織等 )
第３条　策定会議は、議長及び委員をもって組織する。
2　議長は、副市長をもって充てる。
3　委員は、職員のうち、各部長、各総合支所長、会計管理者、教育委員会事務局長、消防長、診療所事務長、
　農業委員会事務局長及び議会事務局長をもって充てる。
4　議長は、必要と認めたときは、委員以外の者を策定会議に出席させることができる。

　( 議長 )
第４条　議長は、策定会議を総理する。
2　議長に事故があるとき、又は不在のときは、あらかじめ議長の指名する委員がその職務を代理する。

　( 会議 )
第５条　策定会議の会議は、必要に応じて議長が招集する。

　( 部会の設置 )
第６条　策定会議は、専門的調査、計画案の作成等を行わせるため、次の部会を設ける。

　(1)　総務部会
　(2)　企画財政部会
　(3)　市民生活部会
　(4)　水道部会
　(5)　経済部会
　(6)　建設部会
　(7)　教育部会
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　( 部会の組織 )
第７条　部会は、部会長及び部会の委員をもって組織する。
2　部会長は、策定会議の委員のうち、各部長及び教育委員会事務局長をもって充てる。
3　部会の委員は、職員のうちから部会長が任命する。

　( 部会長 )
第８条　部会長は、議長の指揮のもとに部会を統括する。
2　部会長に事故があるとき、又は不在のときは、あらかじめ部会長の指名する部会の委員がその職務を代
　理する。

　( 部会の会議 )
第９条　部会の会議は、必要に応じて部会長が招集する。
2　部会の庶務は、部会長の指名する課で処理する。

　( 庶務 )
第１０条　策定会議の庶務は、企画財政部企画財政課において処理する。

　( その他 )
第１１条　この規則に定めるもののほか、策定会議の運営に関し必要な事項は、議長が定める。

　附　則
この規則は、平成 18 年 1 月 1 日から施行する。

　附　則 ( 平成 19 年 3 月 28 日規則第 3 号 )
この規則は、平成 19 年 4 月 1 日から施行する。

　附　則 ( 平成 19 年 5 月 30 日規則第 32 号 )
この規則は、公布の日から施行する。

　附　則 ( 平成 23 年 3 月 25 日規則第 16 号 )
この規則は、公布の日から施行する。
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（６）平川市総合計画審議会への諮問

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平 企 第 　 １ ５ ２ 　 号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２４年１月１３日

　　　平川市総合計画審議会
　　　　会長　大　黒 　正　勝　様
　

                     　                          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       平川市長　大川　喜代治

平川市総合計画後期基本計画について（諮問）

　　　本市では、平成１９年６月に「平川市長期総合プラン」を策定し、“ ひと・地域・産業がきらめ

　　くまちをめざして ” を基本理念と定め、基本目標を基にまちづくりを進めてきました。

　　　この度、今年度末をもって前期基本計画期間が終了することに伴い、後期基本計画の策定をする

　　ことといたしましたので、平川市総合計画審議会条例第２条の規定により、貴審議会の意見を求め

　　ます。
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（７）平川市総合計画審議会からの答申

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２４年２月２９日

　　　平川市長　大川　喜代治　様

                     　                       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平川市総合計画審議会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　大　黒　正　勝

平川市総合計画後期基本計画について（答申）

　　　平成２４年１月１３日付け平企第１５２号により、本審議会に諮問を受けた平川市総合計画「平
　　川市長期総合プラン後期基本計画」（案）について、当審議会で審査の結果、概ね妥当と認められ
　　るので答申します。
　　　なお、この計画に基づく各施策の実施にあたっては、次の点に留意されるよう希望します。

　　１．後期基本計画に位置付けられている各施策の推進にあたっては、今後５年間を見据えて、緊急
　　　性や市民の視点からの優先性及び財政状況などを総合的に勘案し、計画的な推進を望みます。

　　２．全国的な人口減少社会の中で、基本構想で定めている計画人口３５，０００人の目標を達成す
　　　るために、定住促進及び少子化対策などの重点プロジェクトの強化を望みます。

　　３．重点プロジェクトの「平川（ひらかわ）ブランド開発プロジェクト」を「農業所得向上プロジェ
　　　クト」に変更しましたが、ブランド開発については、行政としても誘い水的な支援の継続を望み
　　　ます。


